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第 l 章 緒 ~与
E悶

実働荷重を受ける機械，構造物の疲労強度設計において，多くの機械部品では

冗長度がなく，フェイルセーフ的設計が困難であるので巨視き裂の存在を許すこ

とができず，巨視き裂の発生が使用限界寿命となる。それに対し大形溶接構造物

などにおいては切欠き，不溶着部，欠陥等の存在は避け難く，実働荷重下で軽量

化，高性能化を要求する場合にはどうしてもき裂の発生進展を許さざるを得なく

なる。しかしこのような構造物においては冗長度の高い構造形式をとることによ

り，たとえき裂が発生進展したとしても直ちに破壊に至らないような設計を行う

ことが可能であり，損傷許容設~fll として積極的に取り入れられている。

き裂進展を許容する設計法としては対象に応じて種々の方式が考えられるが，

いずれの場合においても実働荷重下のき裂進展量をできるだけ精度良く推定する

ということが最も重要な課題となり， これまでにも一定振幅荷量2) や変動荷重(3)-ω に

関して多くの研究が行われている。従来の変動荷重に関する研究の多く，は，応力

拡大係数K で整理した一定振幅荷重試験のき裂進展曲線に線形累積則を適用する

という方法を基本にしているようであるが，この方法は必ずしも実際の進展挙動

を適切に表現しておらず，荷重レベルやパターンによっては不都合な結果を与える

ことが知られている。たとえば比較的高いK 値領域においては少数回の過大荷重

負荷によるき裂進展の加速(7) と，それに引き続く遅延現象(4)- 目。などの著しい非線

形累積の挙動が現われる。また大荷重が周期的に繰り返し負荷される場合にも同様

に遅延現象が現われ，き裂進展寿命の推定に著しい影響を及ぼし，高いK 値領域

における線形累積則はおおむね安全側すぎる推定結果を与えるようであるω~ωω 。

逆に低K 領域においては進展下限界条件以上の荷重によって発生したき裂は，下

限界条件以下の荷重によっても進展するため，これを無視したマイナ一則では危

険側の推定を与えることが知られているωωω。

以土のことから瞬間の K 値，即ち Kmax および Kmin' あるいは.d K = Kmax 

- K min と R 二 Kmin/Kmax が直接き裂進展速度を支配していないことが示唆

され，さらに精度良い推定を行うためにはき裂進展メカニズムをも考慮、し，これ
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をより直接的に支配するパラメータを導入する必要があることがわかる。疲労き

裂進展速度を直接に支配するパラメータとしては例えば繰り返しき裂先端開口変位

.d CTOD などが考えられるが，通常の試験条件においてこれを実測することは

いまだむずかしく，しかもあまりにミクロな情報であるため設計パラメータとし

て実用することは困難である。そこで本研究では，これとより密接な関連を持ち，

かつマクロに測定が可能なパラメータとしてき裂閉口現象を考慮した有効応力拡

大係数.d K ef f を取り上げ，オンラインに実測することを考える。

き裂閉口現象 (crack closure) 闘とは，進展している疲労き裂はき裂前方

に形成される塑性域の中を進展し，き裂面に残留塑性変形を残すため，ある引張

り荷重レベルまでは疲労き裂の先端が閉口しない現象であり，疲労き裂の進展に

有効なのは，き裂先端が閉口している範囲の荷重範囲であると考え，これに線形

破壊力学を適用し，有効応力拡大係数.d K eff を求め，それをパラメータとして

用いるものである。これはき裂進展現象に，より近いパラメータであるため，一

定振幅荷重のみならず一般の変動荷重下のき裂進展問題をも解決しうる可能性が

あるとして広く注目を集めてきている。

有限要素法
ω~ω

や各種の力学モデルω~闘による解析的な研究も活発に行われ

ており，変動荷重下のき裂開口点の変化をシミュレートした結果，過大荷重や Hi-

Lo 荷重による遅延現象の傾向を説明できるなどの結果が報告されている。

菊川らも，ひずみゲージを用いて試験片内部を含めてき裂進展量とき裂開閉口

挙動を高精度に計測できる除荷弾性コンブライアンス法を開発してこれらを実測

し，疲労き裂進展および開閉口挙動は平面応力状態の試験片表面と平面ひずみ状

態の試験片内部では異なり，内部の方がき裂関口点が低くき裂が先行し，内部の

挙動が全体をほぼ支配するため，内部の挙動に注目する必要があることを指摘し

たωω。さらに，広範囲の材料についてき裂進展下限界条件を含む低レベルの領域

で一定振幅荷重下の進展挙動を調べ，鉄鋼材料においては.d K
eff についてもき

裂進展下限界条件 (.d K eff ) t h が存在することを見出した。また.d K eff で整理

すれば進展速度に及ぼす応力比の影響が説明できることなども示し円他の研究者

によってもほぼ同様の結論が得られているω~ω
。
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この考え方は変動荷重下のき裂進展開題に対しても有効と考えられ，前述のよ

うにモデルにより現象を説明しようとする試みも多く行われており，定性的には

ある程度成功している。しかし今まで開閉口挙動をオンライン・リアルタイムに

サイクルごとに測定することが困難でほとんど行われていなかったためか，変動

荷重下のき裂開閉口挙動を実測し現象を解明しようとした例は極めて少ない。そ

こで著者らは先に低K 領域の定常な 2 段多重変動荷重試験を行い，除荷弾性コン

ブライアンス法を用いてオンライン・リアルタイムにき裂開閉口挙動を測定し，

き裂進展下限界条件をはさむ変動荷重下では， .d K eff に対する下限界条件が消

失し，それ以下の.d K eff でもき裂が進展することを見出した。 また比較的高い

K 値領域では.d K eff が減少する結果として遅延現象が現われることなどを示し，

.，... -t:r ~側
先に指摘したような K 値L 基つくマイナ一則 による見積りでは合わない場合で

も， .d K ef fに対して修正マイナー形の修正を行えば，これを用いて(.d K eff )th 

の上下にわたり.d K ef fの各レベルに対する進展量がほぼ推定でき，これを加算す

ることにより精度良い推定が行えることなどを明らかにしたω~ωω 。

しかしながら先の研究においては実測した.d Keff を用いて議論しており，

.d K eff そのものを見積る方法については触れていなかったため，外荷重条件か

ら速度推定を行う段階には至っていなかった。

回 本論文では「一定振幅荷重試験のき裂進展曲線を用いたき裂進展量の線形累

積則」をマイナ一則と呼び， r一定振幅荷重試験のき裂進展曲線を両対数線図上

で，き裂進展下限界値以下に直線で延長した線図を用いたき裂進展量の線形累積

則」を修正マイナ一則と呼ぶことにする。これに対し.d K eff で整理した進展曲

線は， (.d Ke f f ) t h の消失を修正すれば若干の場合を除き現実に各レベルでのき

裂進展量をそれぞれほぽ推定し得ることが確かめられており，進展量はブラック

ボックスの中にはなく加算できる量で，この時の線形，非線形は累積に対してで

はなく各レベルでの進展量が独立にその時の .d Ke ff で定まり，相互に干渉しない

か否かを意味するので，これを区別するため r.d K eff に関する修正マイナー形

の推定法」と称することにする。
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そこで本研究では先の研究をさらに発展させ，外荷重条件K 値と進展速度 dl/

dn の関係を K と.J K e f f の関係および.J K e f f と dl/dn の関係に分けて考え，

き裂開閉口挙動を高精度にかつサイクルごとに分離して測定して，変動荷重下の

き裂開口点が何によって決定され，どのような値になるかを明らかにすることに

より，外荷重条件から.J K e f f を見積る方法を見出し，それに後者の関係である

.J K e f f に関する進展則を明らかにして適用し，き裂進展量を推定する方法を構

成することを試みる。

本研究に際してはき裂開閉口挙動測定の高精度化のために試験片にサイドグル

ープを設け，試験片表面付近まで平面ひずみ状態を実現させることによれき裂

進展を支配している試験片内部の挙動を取り出すようにし，さらに小規模降伏を

満たすような条件で試験を行い，平面ひずみでかつ小規模降状条件を満たした，

試験片形状等によらない材料特性としてのき裂開閉口挙動が得られるように配慮

した。またミニコンビュータを用いた自動計測システムを構成し，オンライン・

リアルタイムに変動荷重の各サイクルを分離して測定できるようにした。

また本研究では荷重パターンとして，取り扱いが容易で，しかも現実の実働荷

重にも多くみられ実用性も高いにもかかわらず，今まで比較的取り上げられるこ

との少なかった定常的な実働荷重を対象とし，ランダムを含む任意のパターンが

定常的に繰り返される場合を取り扱い，単発的な非定常荷重はひとまず除外した。

また荷重範囲は進展下限界条件近傍から K ニ 20 0 kgmm -3/2 程度までの広い範

囲を対象とするが，進展寿命の大きな部分を占めるのは低速度領域での進展であ

ることを考慮、して低K 領域の挙動を重点的に取り上げ，そこで得られた取り扱い

法が高い K 値領域においても適用可能であることを確かめるという方法で広い K

値範囲について検討することにする。

本論文は 6 章より成っている。第 1章は緒論であり，本研究の目的と方針につ

いて述べた。

第 2 章では本研究で用いる疲労試験装置，き裂開閉口挙動の自動計測システム

および試験法全般について述べる。
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第 8 章では低K 領域における変動荷重下のき裂進展量の推定法を検討する。方

針としてはまず解析の容易なプログラム荷重を用いて基本的な性質を明らかにし

た上で，ランダム変動荷重に拡張することにする。そこでまず，低K 領域におい

ては Kth の消失という現象が起こるためこれに注目しつつ R=O の 2段多重プ

ログラム試験を行い，フラグトグラフィ的手法を併用して.:1 K ef f による進展則

を求めるとともに，変動荷重下の.:1 Ke f f を推定する基本的な方法を検討する。

次にこれを広帯域変動荷重に拡張するために，重畳波形等のプログラム波形を

用いて平均応力を有する小振幅の評価法を検討するとともに波形カウント法を決

定する。以上の準備が整った段階で種々のパワスベクトルを有する擬似ランダム

変動荷重を負荷して任意の実働荷重に対して.:1 K ef f を推定する方法を検討し，

先の進展則と組み合わせ，き裂進展量を求める一般的な方法を提案する。

第 4 章ではき裂進展とともに K 値が増加する場合と減少する場合の一定振幅試

験を行い，き裂開閉口挙動を測定した。その結果K 増加過程では塑性域寸法の 2

~3 倍程度き裂が進展すればき裂開口点は定常値に達するが， K減少過程ではい

ったん上昇した開口点は低下しにくく，塑性域寸法よりはるかに長い領域にわた

って荷重前歴の影響が残り，開口点は高めの値をとるため，通常行われているよ

うに前段階の K 値に対する塑性域寸法程度き裂を進展させてからデータをとると

いう方法で試験を行ったのでは， K 漸増過程と K 漸減過程で進展挙動に差がある

ことが明らかになった。

したがってき裂状欠陥からの疲労き裂進展問題のような K 漸増過程に対しては，

開口点が上昇してゆく K 漸増法で求めた結果を採用する必要があることを指摘し，

K 漸増法による新しい K th 試験法を提案する。

同様に変動荷重についても最大K 値が漸増する場合と漸減する場合でき裂関口

点は異なるため進展速度は異なるので，これを推定する場合の注意点を述べる。

第 5章では比較的高い K 値領域において変動荷重試験を行い，第 3章で低 K 領

域に対して見出した取り扱い法が高いK 値領域に対しても適用できることを確認

する。

第 6章は結論であり，本研究で得られた結果をまとめて述べる。
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第 2 章 試験装置およびミニコンビュータによる

き裂開閉口挙動の自動計測

本章では疲労き裂進展試験に用いた疲労試験装置，除荷弾性コンブライアンス

法によるき裂長さと開閉口挙動の測定法，ミニコンビュータによる変動荷重信号

発生法および変動荷重下の荷重一変位ヒステリシスの自動計測等，試験法全般に

ついて述べる。

2. 1 疲労試験機

本研究は Kth 近傍からかなり高いK 値条件までの広い領域を対象とするので，

同ーの試験機で全領域をカバーすることは困難である。そこで試験条件に応じて

試験機を使いわけ，低K 領域では小形の勤電形面内曲げ試験機を，比較的高いK

値領域では電気油圧サーボ試験機を用いた。

2. 1 1 勤電形面内曲げ試験機

低K 領域においては，き裂開閉口に伴う変形の変化が大きく，除荷弾性コンブ

ライアンス出1)(2) によるき裂開閉口挙動の測定が容易でしかもき裂長さ測定の分

解能が高いことから，片側き裂を有する小形板状試験片を用いた面内曲げ試験を

採用することにした。また試験機としては比較的容易に高い周波数で試験が可能

な動電形面内曲げ試験機を用いた。

試験装置の外観図を図 2. 1に，概略図を図 2.2 に示す。駆動方式は動電形加振

器(最大加振力:!:: 75 kg )により発生させた上下方向の加振力を，面内および

面外の曲げ荷重を逃がすように十字形に配置した曲げ逃がし板を介して水平な腕

に伝え，試験片に一様曲げモーメントを負荷するものである。なおこの負荷方式

によれば若干の軸荷重も負荷されるが，それによる応力は曲げ応力に対して 1%

以下であるのでその影響は小さいと考えられ，ここでは除外して取り扱った。第

3 章と第 4 章の一部ではこの試験装置を用いた。

負荷モーメント測定には，試験機腕の上下のフランジ部にひずみゲージをそれぞ
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図 2.1 面内曲げ試験機れ 2枚ずつ貼 ってブリッジを構成 し,その出力と負荷モーメントを予

め校正 して用いた｡低K領域で用いる漂準的な試験片 (150×21×15で

サイ ドグル ープを有するS 35C材でき裂が入っていないもの )を取 り付けた場合の試験装置の周波数特

性 を図 2.3に示す｡第 4章の一部の試験ではさらにき裂長さの測定の分解

能 を上げるため,より小さな寸法の試験片を用いた｡試験片寸法 を小さくすると

試験装置全体の剛性が低下 して固有振動数が低 くな り,試験周波数が高 くとれな

くなる｡それを避けるために荷重伝達腕 を小形軽量なものに変 え,固有振動数が

十分高 くなるように配慮した｡この場合の試験装置の外観図を図 2.4に,概略図を

図 2.5に示す｡ 駆動方式は先のものと同一である｡ 113×15×4のS 35C

材の試験片でき裂が入っていないものを取 り付けた場合の試験装置の周波数特性 を図 2.6に示す｡



φ 

'
F
N 

図 2.2 面内曲げ試験機概略図

2. 1. 2. 電気油圧サーボ試験機

高いK 値領域においては試験片も大形化するため，荷重容量の大きな試験機が

必要となる。そのため電気油圧サーボ試験機を用い，中央切欠き試験片による引

張り圧縮試験を行った。試験装置の外観図を図 2. 7に示す。試験機のアクチュエ

ータおよびサーボパルプの仕様をそれぞれ表 2. 1， 2.2 に示す

表 2.1 アクチュエータ仕様 表 2.2 サーボパルプ仕儀

Capacity Stroke Mode1 No. Rated flow Rated input Co11 res i stance 

(ton) (mm) (Z1 mi n) (ohms~12%) 

+ 15 + 24 MOOG 76-103 38 15 200 
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(a) 出力荷重特性
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f Hz 

(b) 位相特性

図 2.3 面内曲げ試験機の周技数特性

2.2 き裂長さおよびき裂開閉口挙動の測定法

き裂長さならびにき裂開閉口挙動は除荷弾性コンブライアンス法により測定し

た。除荷弾性コンブライアンス法については文献 (1) ，(2) に詳しく述べられている

ので，以下に概要のみを述べる。

除荷弾性コンブライアンス法は 2 つの特徴を有している。第 1 はき裂開閉口挙

動測定の高精度化である。き裂を含む試験片の変位と負荷荷重とのヒステリシス

を描かせると，図 2.8 (a) のようにき裂開閉口によるコンブライアンス変化のため

にヒステリシスは折れ曲がるが，このままではき裂開口点に対応する折れ曲がり
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図 2.4 小形面内曲げ試験機
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図 2.8 荷重一変位ヒステリシス

は明瞭ではない。それに対し図 2.8 (b) は，後述の引算回路を用いてヒステリシス

のき裂開口範囲の除荷弾性線が荷重軸に平行になるように，変位信号から荷重に

比例する弾性成分を引き去りさらに増幅したものであり，き裂開口に対する折れ

曲がりが明瞭となり，き裂開口点の測定精度が向上する。ここでき裂開口点とは

き裂が完全に聞いた点であり図 2.8 (b) の点A である。

第 2 の特徴は試験片内部を含めた平均的なき裂長さが測定できることである。

き裂進展に伴って除荷弾性線が傾いてゆくのを，引算回路のポテンショメータ

( 1000 目盛)により引算量を調節し，除荷弾性線が常に荷重軸と平行になるよ

うにすれば，ポテンショメータの目盛からき裂長さを知ることができる。これは

き裂が閉口している範囲の弾性コンブライアンスに相当するものを測定している

ことになり，このコンブライアンスの 0.1% の変化に対応するき裂長さ変化を検

出できる。以上が除荷弾性コンブライアンス法の概要である。

2. 2. 1 測定回路

除荷弾性コンブライアンス法による測定回路を図 2. 9 に示す。破線で囲んだ部

分が引算回路であり，それ以後の回路は測定用の A- D 変換器に入力するための

増幅部と，ノイズをできるだけ除去するためのハイカットフィルタである。以下
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図 2.9 測定回路図

に各部分について詳しく述べる。

2.2.2 荷重，変位信号検出法

試験片に負荷される荷重と試験片の変位の信号は，ひずみゲージを用いたブリ

ッジ回路により検出しているが，信号の検出位置が面内曲げ試験片と中央切欠き

試験片で異なるのでそれぞれの場合に分けて述べる。

(i) 面内曲げ試験片の場合

信号検出位置の概略図を図 2.

1 0 に示す。荷重信号はできる

だけき裂の影響を受けないよう

に，き裂面から板幅寸法程度離

れた位置に表裏 2 枚のひずみゲ

ージ B ，C (共和電業製， KFC 

-2-500-C1-11 又は 23 ，

C 

A B 

図 2.10 信号検出位置
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ゲージレングス 2 m m  ，抵抗 500 n) を貼り付け，曲げ応力のみを測定するよ

うにブリッジを構成して検出した。

変位信号は試験片の変形挙動をできるだけ感度よく安定に測定できるように

考慮して，き裂と反対側の背面に貼り付けたひずみゲージ A (B ， C と同ーのひ

ずみゲージ〉により検出した。

(jj) 中央切欠き試験片の場合

信号検出位置の概略図を図 2.

1 1 に示す。荷重信号は板幅中

央で，き裂面から板幅寸法の半

分程度離れた位置に表裏 2枚の

ひずみゲージ B ，C (共和電業

製 KFC-5-500-Cl ー 11 ，

ゲージレングス 5mm ，抵抗500

n ) を貼り付け，引張り応力の

みを測定するようにブリッジを

構成して検出した。

BOC 

W 

図 2.11 信号検出位置

中央切欠き試験片では左右 2 本のき裂が発生するので，試験片全体としての平

均的な変形挙動をとらえるために，中央切欠き部におけるき裂開口変位を変位信

号として取り出すことにした。切欠き部では最大 0.2 mm 程度の変位が生じるた

めこれを忠実に取り出すことは従来の方法では幾分困難である。即ちひずみゲー

ジを切欠き部のみを除いて全面試験片に貼り付けるとゲージに過大なひずみが局

部的にかかり破損する。これに対処するため Schmidt EP) が用いた方法になら

い，切欠きをまたいで長さ 40mm のセロハンテープを貼り，その上からゲージ

レングス 70 mm のひずみゲージを貼り，ゲージにかかるひずみを分散させるよ

うに試みたが，この方法ではセロハソテープの部分でゲージが浮いているため，

非線形性やヒステリシスループを生じるなどの不具合が生じた。また別の方法と

してはクリップゲージを用いる方法(4)(5) があるが，通常クリップゲージでは高い周

波数での使用が困難で，測定時に試験周波数を下げる等の好ましくない操作が必
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要となる。

そこで本研究では次に述べるような，固有振動数が十分高く，周波数特性のみ

ならず位相特性も十分で，線形性，安定性にすぐれ，比較的高い周波数まで使用

可能な特殊な形のクリップゲージを試作して用いた。図 2.12 が概略図である。

C 

図 2.12 クリップゲージ

その構造は上下 2枚のバネ板の両端部をスペーサをはさんでプロック A ，C で剛

接し，中央部にも取り付けのためのプロック B を設け，左右対称の形にし，中央

部の変位を検出するようになっている。プロック B は組み立てた状態で直径 8nm

の円筒面となるようにし，さらに上側プロックには中央部に点接触のための小さ

な突起を設けている。これを中央切欠き部

に設けたリーマ佐上げした直径 8mm の取り

付け穴に挿入すれば，プロック B は図 2.13

のように下側は取り付け穴と円筒面で面接

触し，上側は点接触に近い状態で取り付け

られることになる。プロックを剛接にする

ことにより，バネ板は両端固定支持で支持

点が平行に移動する変位を受けるようにな

り片持ち式のものに比べ剛性が高く，接触
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状態の影響の少ない安定性のすぐれた構造となる。したがって若干の圧縮側の初

期取り付け変位を与えて装着すれば，クリップゲージが生じる反力で十分試験片

に押し付けられ，かなり高い周波数までよく追従する。また上側半分を点接触と

したことにより，取り付け精度をそれ程要求しなくとも非線形性やヒステリシス

し一…

Displacement 
A3 A4 

A7 A8 

3・
4 

(a) 12 V 

(b) 

図2.14 グリ 7 プゲージの結線図

ループは生じなくなり，安定した応答が
20 

得られる。変位信号検出には図 2.14 (a) 
:;::.・ App1ied vo1tage 

に示すように，上下のバネ板に貼り付け
E 

12 V 
たひずみゲージ A1-A8( 共和電業製， +ー，

;;: 15 
コ

KFC-2-500-C1-23 ，ゲージレン tSJ • 

"r ・
υ 

グス 2π lITl ，抵抗 5000) を(b) 図のよ ω 

うに結線し，ブリッジを構成して取り出
.g 10 
"r ・
~ 

した。このようにブリッジを構成すれば，
.c 

持Eo sー. 工作精度の不足等に起因した左右のアン
5 

バランスは相殺され，鉛直方向のみの変
+J 

コ
+CJ L 

位量が検出できる。図 2.15 に変位量と コo 

ブリッジゲージ出力の関係を示しておく。 O 
0.1 0.2 0.3 O. ム0.5。

なおグリップゲージの材料はバネ板が Disp1acement mm 

3 15 .C で 2時間時効処理し，弾性限を

高くしたベリリウム銅板であり，スペー
図2.15 クリアプゲージの出力特性
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サ及びプロックは黄銅である。 ブロック等の剛接はゲージレングスが明確に定

まるように半田付け接合とした。以上のような構造にすることにより，工作精度

や取り付け精度をそれ程要求することなく，線形性，位相特性，追従性にすぐれ

た変位検出が可能となった。

2.2.3 直流増幅器

前節で述べた方法で検出した荷重および変位のブリッジ出力電圧を増幅した後，

引算回路へ入力する。ブリッジ出力電圧の増幅には市販の動ひずみ計が手軽であ

るが，高精度計測の点からは直線性，増幅率の安定性，ノイズレベルなどの面で

十分でない。そこで本研究では次に述べるように演算増幅器を用いて低ノイズで

特に直線性，増幅率の

安定性のよい直流増幅

器を試作して用いた。

図 2.1 6 に回路図を示

す。増幅器は 2段増幅

とし，前段には PMI

社製の低ドリフト，低

ノイズタイプの O P ア

ンプ OP-I0 を用い

平衡入力とし，後段に

OUT PUT 

図 2.16 直流増幅器回路図

は同社製の OP-Ol を用い不平衡出力としている。また抵抗器は共和電業製の

超精密抵抗器(温度特性 O 土 1 ppm/oC )を用い，増幅器の零点変動をできる

だけ小さくするとともに，増幅率の安定性をよくした。増幅器のゲインは 47.6

dB であり，図 2. 9 の回路に組み込み適当なハイカットフィノレタを通過させた後

のノイズレベルはひずみ量の入力換算値の P-P で約 2μstrain である。なお

ブリッジ電源、としては全ての場合について，図 2.17 に示す定電圧電源装置で発

生させた土 6 V の直流電圧を印加した。
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口
同
日

.sv 

-6V 

図 2.17 プリァジ電源回路図

2.2.4 き裂長さの較正

図 2. 9 の引算回路中のポテンショメータ A は変位信号から荷重信号に比例する

弾性変形分を差し引く引算量を調節するためのものであり，その引算量とき裂長

さが対応することは既に述べた。本節ではこのポテンショメータ目盛とき裂長さ

の較正法について述べる。

まず実際の試験に用いるものと同じ形状寸法の試験片を取り付け，疲労き裂が

発生していない状態で引算回路のポテンショメータ A の目盛を初期値 Po (= 995) 

に設定し，ポテンショメータ B でゲインを調節し弾性線を荷重軸と平行にする。

以後 B の目盛は固定する。次に疲労き裂進展試験を行い，き裂が 1-2rrm 進展

するごとに荷重の増減を繰り返し，破面にピーチマークを残すとともに，その時

の荷重一変位ヒステリシスの除荷弾性線を荷重軸に平行にするポテンショメータ

A の目盛P を記録する。試験終了後破断面に残るピーチマークは，後に示すよう

にサイドグループ付き試験片では表面付近で若干先行し，サイドク.ループなしの

試験片では板厚中央部で先行し，き裂前縁形状は一直線にはならない。そこでき

裂長さとしてはこれらを平均した長さを用いることにし，ここでは簡単のために

き裂の面積が等しくなるような矩形断面を考えた面積平均き裂長さを採用した。

このようにして P とき裂長さの較正曲線を作成しておけば，以後は P を測定すれ

ばき裂長さを知ることができる。ただし個々の試験片ごとにゲージ率や試験片寸

法に若干のばらつきがあるので，必要に応じて初期状態(スリット(長さ lo) の

みの時に Po = 995 とする〉で除荷弾性線が荷重軸に平行になるようにポテンシ

ヲメータ B で変位信号のゲインを調節する。
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較正曲線は P とき裂長さをそれぞれの初期値で無次元化し， (W- l) /(W-l o ) 

を最小自乗法で P/ 九の 5 次多項式に回帰して用いた。ただしW は板幅で，き裂

長さは慣習に従γ，片側切欠き試験片ではき裂全長を l で，中央切欠き試験片で

はき裂半長を a としき裂全長を 2 a で表示した。以下に各試験片の較正曲線を示

しておく。

第 8 章と第 4 章の一部で使用した図 3. 1 および図 4.1 (b) の 150X21X15 のサ

イドグループ付きの面内曲げ試験片で，初期スリット長さ 1
0
= 1. 5rrun に対する

較正曲線を図 2. 1 8 に示す。

第 4 章の一部で使用した図 4.

1 (a) の 113X15X4 のサイドグ

ループなしの面内曲げ試験片で，

初期スリット長さ 10 = 1 m m  

に対する較正曲線を図 2.19 に

示す。

1. 0 
oS35C 

ロHT80

0.8 I t:. A5083-0 

20.6 

第 5章で使用した図 5. 1の 0.4 
240XI00X7 のサイドグルー

0.2 
0.4 0.6 0.8 1.0 

プ付きの中央切欠き試験片で，

初期スリット長さ 2a o=13rrun

に対する較正曲線を図 2.20 に ( W - 1 ) I ( W - (0) 

示す。

き裂進展速度は図 2.21 に示

すように，所定の距離 .J l ある

図 2.18 き裂長さ較正曲線

(面内曲げ試験片〉

いは.J a を進展するのに必要な繰り返し数.J N を用いて，

片側切欠き試験片の場合

dl/dn 二.J l/ .J N 

中央切欠き試験片の場合

da/ dn = .J a/ .J N 

として求めた。
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1.0 

0.8 

a. 0.6 
、、
a. 

0.4 

0.2 

0.0 

/ 
-/ 

/| 
_1/ 

バ

0.4 0.6 0.8 1.0 

(W-t )l (W-t~) 

図 2.19 き裂長さ較正曲線

1. 0 

0.8 

a. 0.6 
‘、a. 

0.4 

0.2 

(小形面内曲げ試験片〉

o o 0.2OA0.6a81.0 

(W-2α) I( W-2α. ) 

図 2.20 き裂長さ較正曲線

(中央切欠き試験片〉
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i+l N 

図 2.21 き裂進展速度の求め方

Kft 値は徴小区間 li ~li +1 に

対して最終点 li + 1 についての

K 値で代表させた。なお K 値の

計算式は各試験片について該当

する章で示す。

2. 3 ミニコンビュータに

よる自動計測システム

変動荷重による疲労き裂進展

試験を行うには，所定の変動パ

ターンの荷重信号を作成して試

験機を駆動し，それと同期して

負荷荷重値や荷重一変位ヒステ

リシスを計測する必要があるが，

変動が激しい荷重パターンの場

合は人力によってこれを行うこ

とは不可能であり，どうしても



自動計測が必要となる。本研究ではミニコンビュータ， D - A およびA ーD 変換

器等を用いてオンライン・リアルタイムにこれらを行う自動試験システムを構成

して用いた。

図 2. 2 2 に試験システム全体のブロック線図を示す。 2台のミニコンビュータ

を使用しており，変動荷重信号発生用には HITAC10-II を，荷重一変位ヒス

テリシスの計測用には ME L C OM 70/25 を用いた。 2台のミニコンピュータ

は 1台の発振器の信号によって同期して動作するようにしているため，荷重負荷

と計測は周波数はもちろん位相まで同期した試験が可能である。さらに 2台のミニコ

ンビュータは図中に示すタイミングパルス( t i m i ng p u 1 s e )によって結合され

ている。これは荷重信号発生用の HITAC 10-II から，変動荷重パターンの適

当な時点に計測開始合図用のパルス信号を送り，計測用のME LCOM 70/25 は

そのパルス信号を検出すると同時に計測を開始するようにしたものである。この

ようなタイミングパルスを用いることにより，変動荷重パターン中の 1 サイクル

ずつを指定して取り扱うことができるようになる。

Timing pulse 

図 2.22 自動計測システムプロァク線図
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以下に荷重信号発生と荷重一変位ヒステリシス計測に分けて，各荷重パターン

に対するプログラミングの基本的な考え方について述べる。

2.3.1 変動荷重信号発生法

荷重信号の発生にはミニコンビュータ HITACI0-llC 主記憶 8 K W  ，サ

イクルタイム 0.9μ 秒〉を用い.波形 1 サイクルを 100 点で構成するようにディ

ジタル的に荷重波形の信号を計算し，前述の発振器信号により周期をとりながら，

D - A 変換器 C 1 0 ピット，出力はフルスケール土 1 0 V ，セットリングタイム

約 5μ 秒， 4 チャンネル)を介してアナログ信号として出力した。各種の変動パ

ターンの作成法を以下に述べる。

(j) 一定振幅荷重試験の場合

本研究ではK 値制御による一定振幅試験を行う。き裂長さに対して連続的に K

値を制御するのは幾分困難であるので，ここでは徴小量 C O. 1 - O. 2 mrn )き裂

が進展するごとに公称応力を調節し，小きざみの階段状荷重を負荷する方法をと

った。そのために予め所定の K 値履歴を与えるような公称応力値をき裂長さに対

して計算し，それを主記憶に格納しておく。別に荷重波形として余弦波 1 サイク

ルを 1 0 0 等分した数値を記憶させておいて，所定の公称応力が出るように 1サ

イクルの荷重信号を演算し，繰り返し出力する。その後はき裂が所定の長さだけ

進展するたぴに外部から指令を与え，新たな公称応力値に対する振幅の荷重信号

を出力するという方法を採用した。

(j i) 多段多重変動荷重試験の場合

変動荷重信号データを全て記憶しておいて繰り返し出力する方法も考えられ

るが，その方法では小形容量のミニコンピュータの場合長い周期の変動荷重試験

は困難である。そこで多段多重波形の場合は，変動波形 1 フロック内の各段のK

値レベルとそのひん度を主記憶に格納しておく。別に荷重波形として記憶してお

いた余弦波 1サイクル分 100 点のデータを用い，各段の K 値レベルに応じて適

当な倍率を掛け，その段のひん度数分のサイクル数を出力し，最終段までいけば

再び先頭から繰り返すようにした。このような方法によれば小形容量のミニコン
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ビュータでも十分長い周期の変動試験が行える。なおこのプログラムでは各プロ

ックの先頭の数サイクル手前で測定開始合図用のタイミングパルスを出力するよ

うにしているのす，これを用いてプロックの先頭から計測できるようになってい

る。

(iiD 重畳変動荷重および擬似ランダム変動荷重試験の場合

重畳変動波形の場合は，予め波形 1 プロック分の極値の数値列を主記憶に格納

しておく。別に荷重波形として記憶しておいた余弦波の半波 5 0点のデータを用

いて，相次ぐ 2 つの極値の聞をつなぐように演算し出力する。 1 プロックの最後

まで出力すれば先頭に戻って繰り返すようにした。本プログラムにおいても(ii)と

同様に各プロックの先頭でタイミングパルスを出力し，測定開始合図用とした。

擬似ランダム荷重の場合は，後に 3.3.5 節で述べる方法で任意のパワスベクト

ル密度を有する擬似ランダム波をディジタルシミュレーションで求め 1 プロッ

クの波形の極値を探索し，その極値列を主記憶に格納しておき，上述の重畳波の

場合と同様にして出力した。

2.3.2 荷重一変位ヒステリシスの自動計測

自動計測用には次に示す性能を有するミニコンビュータ MEL COM 70/25 

を用いた。

主記憶容量

サイクルタイム

演算速度

ツ
一

ピ
一6

-

5

5 

唱
A

-

円

t

9
白

w
一

1

H
一
秒
一

間

μ
一
算
算

v
h
U
E

岬
臥
M
7

a且
τ

-

K

H

杭

6
a
-
加

乗

μ秒

外部記憶装置 ク

5
-
ス

)

o
o
-
J
1

引

v

a
一デ

M

l
一
ジ

5

一
ツ
量

一
リ
容

算

一

ト

憶

一
一
記

除

一

カ

(

μ秒

μ秒

A-D 変換器 マルチプレクサ 8 チャンネル，入力フルス

ケール:l:: 10 V を 1 2 ピット(うち符号 1

ピット)に変換，
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表示装置

変換速度(マルチプレクサ切換え， A - 0 

変換，読み込みを含む)約 50μ 秒

システムタイプライタ (CASIO タイビ

ュータ mode 1 501 T) ， 
CRT グラフィックディスプレイ (SONY

TEKTRONIX 4010) ， 

x-Y プロッタ( SONY TEKTRON IX 

4662 ) 

自動計測の基本的動作は，荷重信号発生に用いたものと同じ発振器の信号によ

り同期をとりながら，タイミングパルスを利用して荷重変動 1 プロック分の荷重

と変位の信号ならびにロードセル出力を A-D 変換器を介して主記憶に読み込む

ものである。なおき裂長さについては引算回路のポテンショメータにより手動で

測定した。波形信号のサンプリング間隔は，荷重一変位ヒステリシスに含まれる

き裂開口点に対する折れ曲がりが十分の精度でサソプリングできるように考慮し

て，波形 1サイクルを 100 点に分割して読み込んだ。これよりひずみ信号に含

まれる高調波成分は試験周波数の 5 0 倍まで表現できる。 また荷重振幅読み込

みの精度は，極大値の補間を行わないでも 0.05% 以内となり(6) これはA ーD 変

換の 1 ディジット (digit) 相当程度で問題とならない。

自動計測プログラムは，ヒステリシスの読み込み過程と，き裂長さ，開口点の

判定等の処理過程に分かれている。通常は実験終了後に処理を行うが，本計算機

は RDOS (Realtime Disk Operating System) のもとでマルチタスク

処理が可能であるので，読み込みならびに処理プログラムを別々に登録しておき，

オンライン・リアルタイムに計測しながら，あき時間に処理を行うこともできる

ようになっている。

以下に各変動パターンに対する読み込みと処理のプログラミングについての考

え方を述べる。

(i) 一定振幅荷重試験の場合

読み込みプログラムでは 1サイクル分の荷重信号 100 点，変位信号 100 点
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分の計 200 ワードを主記憶上に用意しである。所定の長さき裂が進展した時点

で，外部から指令を与えることによりプログラムを起動し，引算後の荷重一変位

ヒステリシス 1 サイクル分の読み込みを行う。

基本的には以上でよいが，実際の計測においては次の方法により高精度化をは

かった。即ち，一定振幅試験のようにヒステリシスの形状が短時間についてみれ

ばほとんど変化しない定常波形については，用意した 1 サイクル分のメモリの上

に任意のサイクル分のデータを，位相をあわせてたし込んで，平均することによ

り，荷重波形と同期しない機械的，電気的なノイズを減少させるようにした。図

2.23 (a) は 1 サイクル分だけを

崎
明
例
制
・
・
-
4
V
帥

5xl0 ・6
トー----0

岨
胴
岨
胴

@
L
4
F
肺

サンプルした場合の荷重一変位

ノイズがヒステリシスであり，

これに対し上述の方みられる。

法で 20 サイクル分を重ね合わ

せて平均すると同図(b) のように

ノイズがかなり低減し，なり，

Straln Straln 関口点判定の精度は向上する。

(b) 20 サイクル分を(a) 1 サイクルのみ計測
これはノイズが平均 o，分散 σ2

平均した場合した場合の独立なランダム過程であると

この過程を n 回加え合すれば，

荷重一変位ヒステリシス図 2.23わせて平均すれば，平均 0 ，分

たし込散 a2 /n の過程となるというサンプリング定理(7)を利用したものである。

あまり長時間にわたって行うむ回数 n を大きくする程その効果は顕著であるが，

ここでは 1 0 - 2 0 とその問にヒステリシスの形状が変化する恐れがあるので，

回にとどめた。

次に処理プログラムでは，読み込んだデータを用いてグラフィックディスプレ

カーソルを使ってき裂関口点を判定する。イに荷重一変位ヒステリシスを出力し，

K 

値の最大値 Kmax および最小値 K min と振幅 .d K ，実断面公称応力 dne t '塑性
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域寸法ω，き裂開口比 U ，き裂開口点 K op ' 有効応力拡大係数.J K e f f等のデー

タを計算し，印字した。また記録保存用として X-y プロッタに荷重一変位ヒス

テリシスを出力した。

なお荷重一変位データは読み込みの際，両信号を同時に A-D 変換することは

できないので，まず変位信号を 1点読み込んだ後，マルチプレクサを切換えて荷

重信号を 1点読み込んで一対のデータとしている。したがって読み込んだままの

変位信号と荷重信号の間には， A- D 変換器の変換速度に相当する約 50μ 秒の

差があるので，そのままヒステリシスを描かせると位相差が生じ，試験周波数が

40Hz 程度になると無視できない程度になる。そこでここでは高調波成分の少

ない荷重データに対し，直線補間により位相調整を行い，両者間の位相差をなく

すようにした。

(ij) 多段多重変動荷重試験の場合

読み込みプログラムは，所定の長さだけき裂が進展した時点で，外部から指令

を与えることによりプログラムを起動する。まずプログラムは荷重信号発生用の

ミニコンピュータからのタイミングパルスを待つルーチンに入る。変動荷重パタ

ーンの先頭で出力されるタイミングパルスを検出すると同時に計測を開始し， 1 

ブロック分のデータを読み込んで一時主記憶に蓄えた後，ディスク装置にデータ

転送を行う。その後プログラムはいったん終了し，コントロールをモニタプログ

ラムに返し，次回の起動を待つ状態に移る。以上が基本的動作である。

長い周期の変動荷重パターンになると，全てのサイクルのデータの読み込みを

小形容量のミニコンピュータで行うことは幾分困難である。しかし予備実験の結

果によれば，定常な多段多重波形の場合はき裂開口点はあまり著しく変化しない

ので，必ずしも全てのサイクルについて計測する必要はないことがわかった。そ

こでここでは全てのサイクルについて計測することはせず 1 プロック中の適当

な間隔で波形をサンプルすることにした。さらに前節と同様に定常荷重波形の部

分では，適当なサイクル分をたし込んで平均し，ノイズ低減をはかることにした。

そのための方式として， 2つの数列 L( 1 )， M( 1 ) ( 1 = 1- 25) を用意し，

タイミングパルスを基点として L (1) サイクル読みとばした後 M(1) サイクル分を連
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続してたし込み，平均して主記憶に格納する。次は L (2) サイクル読みとばした後

M(2) サイクル分について計測するというようにして I を更新し， 1 = 2 5 まで終

った段階で 1 プ台ツク中の適当な 25 サイクルが計測できるようにした。なお L

(1) ， M(I) 設定の際には，荷重変動の激しい付近で密にサンプリングを行う

ように配慮、した。

処理プログラムは前述の一定振幅試験用のものと同様の方針でデータ処理を

行った。

(i ii) 重畳変動荷重および擬似ランダム変動荷重試験の場合

不規則変動荷重の場合，計測は次の 2 つのプログラムを用いて行った。第 1の

荷重一変位ヒステリシスの読み込みには(i i)の多段多重波形の場合と同様のプログ

ラムによって，き裂関口点を横切りそうな荷重サイクルを重点的にサンプリング

してき裂開口点を測定した。この場合は荷重が不規則に変動するため平均化でき

ないので 1 サイクルずつ読み込んだ。

第 2 のロードセル出力読み込みについては，全てのサンプル点を記憶するので

は膨大な記憶容量を必要とするので，ここでは極値のみを記憶させることにした。

そのためにタイミングパルスを検出した後計測を開始し，読み込みを行いながら

演算して極値のみを残していくことにし 1 プロック分の極値列をいったん主記

憶に格納した後ディスク装置にデータ転送を行った。試験結果の解析法について

は第 8章で述べる。
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第 8 章 低 K 領域における実働荷重下の疲労き裂進展

3. 1 緒言

疲労き裂進展開始直後で，負荷される K 値が小さい低進展速度領域での進展は，

き裂進展寿命の中でも大きな部分を占めるため，このような低K 領域でのき裂進

展挙動を明らかにすることは重要である。

低K 領域におけるき裂進展の問題でまず考慮、しなければならないのはき裂進展

下限界条件 K th との関係である。いままで Kth 以下の荷重では疲労き裂は進展

しないと考えられており，実際の設計にもこの考え方が用いられているが，実働

荷重に対してはこの方法では不十分なようで，現実の破壊事故にもこのことから

生じているものがあるようである。

それに関する一つの重要な要因として， K th をはさむ変動荷重下では K th が

消失し，K th 以下の荷重によってもき裂が進展することが Kikukawa ら(1)小寺

沢ら(2) により指摘され， K th は必ずしも実働荷重に対する進展下限界条件とはな

らないことがわかってきた。

著者らはこれまでにき裂開閉口挙動を考慮、しだ立場からこの問題を検討し，

K th をはさむ 2 段多重変動荷重下では ，K th のみならず (.::1 K eff )th も消失す

ることを示し，き裂進展量は.::1 K ef f に基づく修正マイナー形の推定法で見積り

が可能であることなどを明らかにした(1) (3) 。

さらにそれらの基礎研究をふまえた上で，本章では低 K 領域における任意の

実働荷重パターンに対してき裂開閉口挙動を測定し，有効応力拡大係数.::1 K ef f 

に基づいたき裂進展速度の推定法を構成することを試みる。そのためにはまずき

裂開閉口現象をオンラインに実測して， K 値と進展速度の関係を， K と.::1 K ef f 

の関係および.::1 K ef f と進展速度の関係に分けてそれぞれの現象を調べ，各種の

変動荷重パターンがそれぞれの関係に及ぼす影響を明らかにし，現象を理解した

上で進展速度の推定法を検討することにする。

本章での研究は最終的にはランダム変動を含め任意の定常的な実働荷重による

き裂進展を取り扱うことを目指すが，まず解析の容易なプログラム荷重を用いて
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ランダム荷重を取り扱う上で必要な基本的な性質を明らかにした上で，ランダム

変動荷重に拡張することにする。

方針としては，低K 領域においては K th の消失という現象が起こるため， こ

れに注目しつつまず応力比 R=O の 2段多重変動荷重試験を行い，フラクトグラ

フィ的手法を併用して dK ef f に関する進展則を調べるとともに，変動荷重下の

dKe f f の挙動を調べ，その基本的な特性をとらえて，これを推定する方法を検討

する。

次に，より実働荷重に近いバタ-'./として 8段多重変動荷重試験を行い，多段

変動荷重に拡張する際の問題点を検討する。

一方，広帯域のランダム荷重を取り扱うには，小振幅に対するカウント法の問

題およびそれの有する平均応力の効果の問題があるので，これらに対しそれぞれ

もっとも簡単で評価のしやすい重畳波形および低レベル荷重が平均を有する波形

を用いて調べ，これらの一般的な取り扱い法を検討する。

以上の準備が整った段階で任意のバワスベクトル密度を有する定常ランダム荷

重試験を行い， K 値のレンジベア・ミーン 2元ひん度分布からランダム荷重下の

dK ef f を推定し，先に求めた進展則と組み合わせて実働荷重下のき裂進展量を

求める一般的な方法を提案し，実験と比較検証する。

なお変動荷重下のき裂進展開題では当然、のことながら一定振幅荷重下の進展特

性と比較を行うことになるが，本章では広く行われている K 漸減法で求めた一定

振幅荷重下の進展特性と比較した。

3.2 供試材料および試験方法

供試材料は，き裂進展下限界条件におけるき裂開閉口特性が著しく異なる典型

的な 2 種の材料として， (dK ef f) th が有限な値となる中炭素銅 S35C 焼準

材と， (dK eff )th がほぼ O となる耐食性アルミニウム合金 A5083-0 焼鈍

材をとりあげた。その化学成分，機械的性質を表 3. 1 ， 3.2 に示す。試験は図 3.

1 に示す片側切欠きを有する板状試験片を用い，動電形面内曲げ疲労試験機によ

り，周波数 40Hz で行った。試験片には，残留応力が生じないように放電加工で
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表 3. 1 材料の化学成分

(%) 

Cu Ni Cr 

S35C I 0.38 0.72 0..25 0.01 0.015 0.04 0.02 0.13 

Mg Mn Si Ti Fe Cr 

A5 跡。 l4.46 臼 3 山 川 7 0.19 0.12 

表 3.2 材料の機械的性質

Ma teria1 I Yie1d point Ten5ile E1ongation Reduction Fracture 
5trength of area ductil ity 

(kg/ 聞 2) (kg/ llI1 h (%) (%) (%) 

S35C 38.0 62.4 23.7 58.5 88.0 
合

42.1 A5083 ・0 13.4 30.7 23.5 54.7 

* 0.2% p問 of 5t 陀 55

Slit 

~ 1 + - ず
J . Detail af 5出

Strain goge 

Side groove 〆点止、

片/1 ? ーム IL ー

ト一一新←--_._--t=i -q p 

*"""'-剖 Detail of side groove 

図 3.1 試験片形状
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ることができた｡このよう

にサイ ドグルーブを付す こ

とにより板状試鉄片を用い

てもほぼ平面ひずみ条件下

の進展挙動が実現 されると

考 えられ(4I,これにより平面

ひずみ,小規模降伏条件 を

満たした,試験片形状等に依

らない材料特性 としての一

般的な進展挙動が得 られる

もの と考 えられる｡ またそ

れに伴ってき裂開口荷重が

き裂前縁のはば全領域で一

致する結果 として,荷重 ～

変位 ヒステ リシスにおける

き裂開口に対応する折れ曲

が りが明瞭 とな り,これが

進展挙動 を主に支配すると

考 えられる平面ひずみ状態

での開口点をほぼ正 しく示

す もの と思われる｡

応刀拡大係数Kの計算は

(a)S35C

し 5mL(b)A 5

083-0図 3.2 ビー



Kr=σ Jl Y 

ただし σ= 6M / (BW 2
) 

Y = 1. 9 9. - 2. 4 7 ( l /W) + 1 2. 9 7 ( l / W  i 

一23.1 7 ( l/W)3 + 24.8 ( l/WY 

( 0 三 l/W ζ0.6 ) 

(3-1) 

W : 試験片幅 . B 板厚， M 負荷モ ー メ ン ト ス リ ッ ト を 含 め た き 裂

長さ

サイドグループ付き試験片の K 値については補正法がいくつか提案されている

が(6)-(9) 未だ確定していないようであり，かっこの場合はあまり大きな差を生じ

ない。そこで本研究ではとりあえず断面積の減少のみを考慮し，公称応力として

サイドグループ底の公称応力を用い， σ= 6M/( BN W 2
) (ただし BN :サイ

ドグループ底板厚〉を( 3 - 1 )式に代入して K を算出した。

なお本論文では応力拡大係数 K の単位として kgmm -3/2 を用いた。

3.3 S 35 C の試験結果

3. 3. 1 2段多重変動荷重試験( R = 0の場合}

3.3. 1. 1 .d K ef f に基づくき裂の進展則

まず応力比 R=O の一定振幅荷重下のき裂進展特性を求める試験を行った。試

験は K 値制御で Kmax 64 kgmm -3/2 から K 減少率 d Kmax / d l = - 1 0 

kgmm-3/2/mm の割合で，き裂長さに対して直線的に K 値を減少させ，停留し

た条件を下限界条件として採用した。後に図 3.6 に示すようにき裂進展下限界条

件は (Kmax)th =80.9kgmn-3/2 ，(dke f f)t h=6.8kgmn-3/2 であった。

2段多重変動波形， K 値レベル，ひん度の定義を図 3.3 に示す。本節ではひん

度比と低レベルK 値を系統的に広範囲に変化させ，それらがき裂進展則に及ぽす

影響を調べる。

まずひん度比の効果をみるために K 値レベルを (Kmax)th をはさむように

KH/KL=50kgmm-3/2/29kgmm-3/2 に固定して，ひん度比を変えた試験を行
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った。 K 値履歴を一定振幅荷重

試験とあわせるため，変動試験

の場合もまず K=64kgmm-3/2

に上昇させた後， K 漸減法で KH KH 

に至らせ変動試験に移行した。

図 3.4 に適当な間関で自動計

。

NH 

1 block 

NL 

測した 1 プロック分の荷重一変

位ヒステリシスの例を示す。図

中短い横線で示すき裂開口点は，

図 3.3 2段多重変動荷重パターン

。

;J い凡
nHi 

10 20 30 L. O n Li 

めilKL= 50/29 

NH/NL=4011000 

200 L. OO 600 800 1000 
100 300 500 700 900 

図 3.4 2段多重変動荷重下の荷重一変位ヒステリシス (S35C)

本試験のような 1 プロックの進展量が塑性域寸法より 2桁程度小さい定常な 2段

多重変動荷重下ではあまり変化しないため，高低各K 値レベルにおいてそれぞれ

算術平均値 CKOP)H ' CKoP)L で代表させることにし， dke f f は.J K Heff -

KH ー CKOP)H ' .J K Le f f = KL 一 CKOP)L として求めた。

破面には図 3.5 に示すような高低各K 値レベルに対応する規則正しい縞模様が
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ように整理した。実験で求めた 1 プロックの平均速度を (dl/dn)HL とし，高レ

ベルK 値下の速度が一定振幅試験における同ーの.d K
eff に対する速度 (dl/

dn) .d K Hef f に等しいと仮定し，さらに進展量の線形累積を仮定して，低レベルK

値下の速度 (dl/dn)E* を

(ωdν凶 d叫 = 走 { (dωωt 向 /

(ω d l.νy片/"d 伽1n)υ .d K
Hら匂Hef f X N、~H } (3-2) 

として求めた。図 3.6 に大きな白印で示したものが (d l/dn)E *であり， 同種の

小さな記号で示すミクロな速度とほぼ一致しており， ( 3 ー 2 )式の推定が実際

の進展挙動をよく表わしていることがわかる。

低レベル K 値下の進展速度 (d l/dn)ピは Kmax で整理すれば (~ax)th 以下

でも進展している。その理由は 2 つあり，第 1 はこれらの点の大部分では低レベ
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ルK 値が (K max ) th 以下でも，次節で述べるように高レベル K 値の存在によりき

裂開口点 Kop が低下し，低レベル K 値に対して.d K eff が増加し，.d K eff の下

限界値以上になえたことによるものであり ，.d Ke ff で整理すれば一定振幅結果

によく一致している。第 2 は一部の0 印の点のように(.d Ke ff) th 以下でも進展

することであれ変動荷重下では (K max ) th のみならず(.d KeU)th も消失し，

.d K eff に関する進展曲線を下限界値以下に延長した線によく一致することがわ

かる。

低レベル K 値下の速度に対するひん度比の効果のうち.まず高レベル K 値の繰

り返し数 NH の効果として ~，・， 0印(それぞれ NH/NL= 1/1 0 0 0 ， 

10/1 0 0 0， 4 0/1 0 00 に対応する)をみると， N H の影響はほとんどないこ

とがわかる。低レベルK 値の繰り返し数 N Lの効果も ，<>印を除く N L が 4000

程度以下の条件はほぼーカ所に集まっており，ひん繁に高レベルK 値が負荷され

る条件に対しては N Lの影響はほとんどないことがわかる。。印で示す NH/N L

= 40/40000 のみが他の条件に比べて速度が遅くなっているが， このように

S35C では低レベル K 値の連続して繰 q 返される数が極めて大きくなると低レ

ベルK 値下の進展量が飽和し，平均速度が低下する。これは次節に示すように

Kop が上昇することにより， .d K eff が減少したためであり，その場合の速度も

.d K eff によりよく説明される。

以上のように本材料についてはき裂開閉口挙動を考慮、して .d K eff によって整理

し， (.d K eff )th が消失すると考えれば進展則に及ぼすひん度比の影響はなくな

るようである。

次に応力レベルの効果をみるためにひん度比を NH/N L = 1/100 に固定し，

低レベル K 値を種々に変えた。この時の速度を図 3.7 に示す。 Kmax ，.d K eff の

いずれによる整理においても下限界条件は消失している。 .d Ke f fによる整理では，

.d K e f f が有限の値となった条件に対してはき裂は進展し， .d Keff=O となった

条件に対しては 1例を除きき裂進展はみられないことから，変動荷重下でき裂が

進展するか否かは CKmax) th や(.d Keff)th では決まらず， .d K eff の有無が
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( K 値レベルを変えた場合)

条件となることがわかる。

100 

以上の両実験よれ変動荷重下のき裂進展量を推定するには，図 3.6 に示すよ

うに.J K e f f で整理した一定振幅試験結果を，両対数線図上で下限界値以下に直

線で延長した進展曲線を用いた修正マイナー形の推定法でよいと思われる。図 3.

7 に示す速度は低レベルでの進展量が小さいために，進展速度の推定精度の関係上

ぱらつきが大きくなっているが，寿命推定の場合このばらつきは必ずしも大きな

誤差をもたらさない。

3.3. 1. 2 変動荷重下の.J K e f f の推定法と修正進展曲線

前節では.J K e f f に基づくき裂進展則を求めたが， .d Ke ff は前節までの段階で

は逐一実験で求めなければならず実用的見地からは不便である。そこで本節では

変動荷重下の九p が何によって決定され，どのような値になるのかを調べること

により， Kop を推定する方法を見出し，それを用いて K 値から.d K eff を算出し，
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前節で求めた進展則と組み合わせ，き裂進展速度を推定する方法について述べる。

またこれを簡便に行う K 値についての修正進展曲線について述べる。

図 3.8 は前節図 3.6

のひん度比をかえた試

験における Kup を自動

計測システムにより各

K 値レベルを分離して

求めたものである。 Kop

はひん度比によって影

響されるが，高低両K

値レベルを通じて一定

であり，しかも0 印を

除く条件に対して高レ

ベルK 値 KH に対する

一定振幅試験結果にほ

ぼ等しい。(かなりのば

らつきがみられるがひ

ん度比とは特に相関はなく，一定振幅特性にも斜線で示す範囲のばらつきがあり，
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図 3.8 2段多重試験のき裂関口点

(ひん度比を変えた場合〉

一般に Kop は残留応力，荷重履歴などの影響を微妙に受けやすく，ぱらつきが大

きいので，試験片聞のばらつきと思われる。〉 これは，本試験のような低K 領域

では 1プロックの進展量が高レベル K 値下で形成される塑性域す法より 1-2 桁

程度小さく，き裂先端近傍のき裂進展に有効な開閉口を支配する場をほぼ高レベ

ルK 値が決定していると考えれば理解できるものと思われる。例外的な条件であ

る0 印で示す N H / N  L = 4 0/4 0 0 0 0のみがかなり高い Kop を示している。 3

点プロットしであるのは荷重繰り返しとともに上昇してゆく過程を示したもので，

このような現象は S3 5 C のような時効性材料においてみられることから，時効

のような性質が関与していることが考えられる。このように低レベルでの連続し

た繰り返し数が非常に大きくなる場合には Kop はひん度比の影響をうけて上昇す
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ることがあるが，最小値として KH に対する一定振幅試験の Kop をとれば安全側

の見積りとなる。

図 3.9 は前節図 3.7 の低レベル K 値を変えた場合の Kop である。この試験は低

。ゆぬ叫.Kl <t協同，)，. .Kl CKo"l.品五 l Kt

o() 35 1 0 D 25 1<> ~ 15 
ロ ( ) 29 1 0 ~ 24 11> t> 10 
<> ~ 28 1合会 23 1<1 ~ 0 
d. A 27 1 0 () 22 
v V 2610 ・コ 20 

，，‘
 L

M
M

， 

4

・
γ
o

o
m
川

=

h

W

1

2

・

、r

・・

1

・
nu

・

C
5
U
N 

F
a
-
-

，t 

内

J

U

H

H

a

d

u

H

M
同

40 
向
荷
山

EEmv-
K勾 = Kmox 

(~) 

10 

ら同Ion l
51r 哩渇S
国司>!ilude

ι。安
一
・一、@

ぺ
「
同
州

/
ペ
ー

30 ...J 
F 旬、

e 
g 

え 20
含

正

号
証

70 60 50 40 30 20 10 
o 
o 

匂mm 却2Kmax 

2段多重試験のき裂関口点
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KL. 品4

図 3.9

レベルK 値を K th より高いレベルから，各レベルでほぼ定常になるまで 10 3 -

10 4 ブロック程度負荷し，低レベル K 値をほぼ 1 kgmrn -3/2 ずつ順次下げて試験

この場合も Kop は高低両レベルを通じて一定であるが，そ

の値は K Lが比較的高い領域では K L に依存せず KH に対する一定振幅試験結果に

を行ったものである。

K L が等しい。 K Lが低く K th のすぐ下になると Kop が上昇する傾向がみられるが，

さらに低くなり K L によって開口が起こらない領域になるとそのような効果はな

Kop 以下の荷K L = 0 の間欠負荷の場合を含めて KH のみが Kop を決定し，く，

この現象は耐重振幅はき裂の進展にも開閉口挙動にも影響しないことがわかる。

久限付近におけるコーキシング Ccoaxing) の現象に類似し，生じる K レベルの範

聞が限られ比較的狭いので，荷重が定常でもき裂進展に伴ないK レベルが変化す

したがってここの現象を期待することは適当でない。
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の場合も最小値として KH に対する一定振幅試験の Kop をとって.J K eff を算出

すれば安全側の見積りとなる。

以上のことから，試験した範囲内では進展速度の評価には上述の Kop の上昇を

見込まずに，一手振幅試験の Kmax - Kop 関係から高レベル K 値 KH に対して

Kop を推定してこれを (KoP)H とし，高低両レベルの Kmax 値からこの (KoP)H

を差し引き，それぞれの.J K eff を算出して，前述の .J K eff に関する修正マイ

ナー形の推定法を適用すれば安全側の結果が得られる。

これを実用的な線図として，外的条件で容易に決まる Kmax と一定振幅試験結

果から推定できるようにするには次のようにすればよい。即ち，一定振幅試験の

進展曲線を(.J Keff)th 以下にまで延長して

dl/dn = C  (.J Keff)m 

とする。.J K e f f の推定値は

.J K e f f = Kmax 一 (K op )H 

であるから変動荷重に対する修正進展曲線は

dl/dn = C{ Kmax 一(KoP)H }m 

となり，この曲線に線形累積則を適用すればよい。

(3-3) 

(3-4) 

(3-5) 

図 3.6 ， 3.7 に KH = 50 kgmm -3/2 に対する修正進展曲線を一点鎖線で示す

が，実際の進展挙動をよく表わしている。さらに，前節で示したように変動荷重

下でも.J K eff = 0 となればき裂進展は生じないことから， (KoP)H より小さな

Kmax に対してはき裂は進展せず，変動荷重に対しても進展下限界条件が存在す

ることになり，本条件に対する( K 0 p)H = 1 4. 5 kgmm -3/2 以下の低レベル K

値に対してはき裂進展が生じていないことがわかる。

(Kmax)t h 以下の K 値による進展をも考慮する方法としてよく用いられてい

るものに Kmax に基づく修正マイナ一則がある。それは図 3.7 に破線で示すよう

に両対数で表示した一定振幅試験の Kmax - dl/dn の関係を (Kmax)th 以下に

直線で延長するものであるが，図から明らかなようにこの方法は物理的な根拠が

ない便宜的なものであり，変動荷重に対する進展下限界条件の存在などは表わせ

ない。また，この例では安全側推定を与えるからまだよいが.必ずしもそうとは限らず
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後述の A5083-0 の場合には危険側の推定を与えることもあり， Kmax に基づく

修正マイナ一則は簡便ではあるが適当とはいえない。

3.3. 1. 3 修正進展曲線による推定法とマイナ一則の比較

S 35 C は図 3.9 に示したように

一定振幅荷重のき裂進展下限界条件

付近で開口点が著しく上昇するが，

このような材料が変動荷重をうける

と開口点が大きく低下し，また

(.:1 K eff )th が消失するため，下限

界条件以下の荷重による進展を適切

に評価しないと極めて危険となるこ

とがある。

そのような場合の進展挙動を調べ

るため， (Km ax)th をはさむよう

に K 値レベルを KH/K L = 49.5 

kgmm -3/2 / 2 8. 5 kgmm -3/2 に固定

し， N H = 1 として N L を広範囲に

変化させる試験を行った。図 3. 1 0 

はき裂進展速度をき裂進展速度比で

整理し， N L に対して示したもので

ある。

o 
10 2 

S35C R=O 

KHl KL=49.5/28.5 NH= 1 

10 4 10 5 10 
NL 

図 3.10 2段多重試験の進展速度比とき裂開口点

(N L を広範囲に変えた場合〉

なおき裂進展速度比とは，何らかの推定法で推定した 1 プロックの推定平均速

度に対する実際の平均速度の比である。

Kmax に基づくマイナー則では

A A = (d l/ dn )HL / { (d l/d ωKH X NH / (N H + N L ) } 

(3-6) 
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実測した..d K eff に基づく修正マイナー形の推定法では

A B = (dl/dn)HL/ ( { (d 〆dn 〉dk ×NH+(d L/dn 〉dk f 
Heff 

X NL}/(NH+N L )) 

修正進展曲線による推定法では

Ac = (d1/dn)HL / (C ({K H ーはop)H }m XNH 

+ {KL 一(Kop)H }m X N L )/ (N H 十 N L ))

で定義する。

(3-7) 

(3-8) 

⑥印で示すマイナ一則による AA は N L の増加とともに増大してゆくが，これ

はマイナ一則では (K max ) t h 以下の荷重による進展を無視しているのに対し，実

際は低レベルK 値下でも進展し，その進展量が N L とともに増加してゆくからである。

したがってこのような数値は低レベルK 値下の進展速度の低下が起こらなければ N L とと

もにいくらでも大きくなってゆく性質のものである。しかし前節でも指摘したよ

うに ，N L が 10. を超えて増加すると・印で示すように Kop が上昇して..d Ke f f 

が減少する。その結果進展速度が低下し，低レベルK 値下の進展量が極大値を持

つため，図 3. 1 0 の⑥印で示す A A も約 800 程度で極大となっている。 このよ

うなマイナ一則によれば危険側の推定を与える場合も，実測した..d K ef f に基づ

き(..d Keff)th 以下のき裂進展を考慮した修正マイナー形の推定法では，⑩印で示

す AB は 0.5- 1 となり妥当な推定が行いうる。さらに修正進展曲線を用いる方

法はO 印で Ac を示すように簡便な方法で安全側の推定が得られている。

3.3.2 3段多重変動荷重試験( R = 0の場合)

2段多重試験において低レベル K 値繰り返し数が極めて大きくなると関口点

Kop が上昇する現象が見られた。これは設計の側からみれば安全側に働く要因で

あるが，よりひんぱんな荷重変動により下がり得ることも考えられ，その場合に

は Kop の上昇を期待したのでは危険となることが考えられる。

そこで本節では 2段多重試験で Kop が上昇するひん度比 NH/N L =40/40000 
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に中レベルK 値を重畳させ.K の上昇を妨げる条件を見出すとともに進展則にop 

及ぽす影響を調べる。なお本材料は破面観察による各レベルでの進展量の分離測

定が困難であるので，進展速度は前節と同様の考え方による進展速度比によって

評価した。荷重波形 . K 値レベル，ひん度比の定義を図 8. 1 1 に示す。 KH • K L 
-3/2 

はそれぞれ 50 kgmm "/L.. 2 9 kgmm に固定した。

1 block 

2 ni 
~ー「 「旦旦「

L

m

i

附

比

0

NH/N"dNL = nH/n 似 nS/ nL)( (n S + 1) 

図 3.11 3段多重変動荷重パターン

8.8.2.1 NH/N L = 40/40000 に中レベル K 値を重畳させた場合

中レベル K 値 KM のレベルの影響を調べるため. KM が十分ひん繁に負荷され

るよう K Lが 10 回ごとに KM が 1回負荷される条件に設定し，ひん度比を N H /

N M / N  L = 4 0/ 1 X 8 9 9 9/10 X 4 0 0 0 とし. KM を種々に変えた。結果を図

8.12 に示す。・印で示す Kop をみると KM が 40 kgmm- 3
/
2
以上では Kop の

上昇を妨げる効果があるが，それ以下では K が上昇している。この K = 40 op 

kgmm-
3
/
2
は図 8.8 に示した一定振幅試験において Kop が上昇しはじめるレベル

に一致することから，このレベル以下の KM はいくらひん繁に負荷しでも Kop の

上昇を妨げる効果はないと考えられる。したがって以下の実験では KM を40kg

mm- 3/2 とした。

次に中レベル K 値の負荷総数 nM X n B を 4000 程度で十分多くしておいて，
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図 3.12 3 段多重試験の進展速度比とき裂関口点 図 3.13 3段多重試験の進展速度比とき裂開口点

( KM を変えた場合〉 ( nB を変えた場合)

n B をへらし n L を増加する試験を行った。その結果を図 3.13 に示す。 黒印で

示す Kop は n L = 10 4 付近から上昇していることから，中レベルK 値の総繰り返

し数が十分多くても，かたまって連続して負荷される低レベルK 値の繰り返し数

nL が大きくなる場合は開口点は上昇することがわかる。したがってひん繁に変

動する荷重の方が相対的に危険であるといえる。

次に中レベルK 値 K M がどの程度のひん度で負荷されれば Kop の上昇を妨げる

効果があるかを調べるため， 1 小プロックあたりの K M の繰り返し数 nM を 1 と

し，小プロック数 n B を減少させて nL を増加させる試験を行った。 その結果を

図 3.14 に示すが，黒印で示すKop は n L が 10 3 程度で上昇しはじめている。し

かしこの間隔 n L
は K M の値にも依存し，例えば前節図 3.10 に示した K M = K H

-48-



の極限では 10 4 回に 1 回程度の負荷で

よい。

以上のことから， Kop の上昇を妨げ

る条件は KM ' nM ' n L に依存して

決まるため簡単には述べられないが?少

なくとも適当な中レベルK 値が適当な

間隔で負荷されると Kop の上昇は妨げ

られ，高レベルK 値に対する一定振幅

結果の Kop に等しくなるまで容易に下

がりうるので，任意に変動する実働荷

重に対して Kop の上昇を見込むと危険

となる場合があることがわかる。この

意味からも強度評価のために実験室で

ランダム荷重波形をプログラム荷重波

形に置き換えて試験する際には，でき

るだけひん繁な荷重変動が起こるよう

に配慮、し，短周期のプログラム波形に

置き換える必要がある。

0.1 

S35C R..O 陶 IKw/KL ・501 ‘012.
NH 1 NM 1 NL 

<>~や . 40/1-39191 10 ・ωω
64~ 企 40/10319/100 ・‘00
ロ園田・ 40/1 ・39/1000 ・‘。
o c.c>・ 40/1 ・91 ‘∞0・10
o (H) ・40/0/40000 ・1

10
4 

10 5 

nL 

図 3.14 3段多重試験の進展速度比とき裂

関口点

( K M のひん度の影響)

以上の各種の試験についてき裂進展速度をみると Kmax に基づくマイナ一則に

よる ).A は 2 - 20 程度で危険側の推定を与えるが，実測したL1 Ke f f に基づく

修正マイナー形の推定法による ).B も，修正進展曲線による ).c も 0.2- 1 の値

であり， L1 Ke f f による推定法が有効であることがわかる。

3.3.2.2 NH/N L
二 40/1000 に中レベル K 値を重畳させた場合

2 段多重試験で Kop の上昇もなく，き裂進展量もL1 K eff に基づく推定法で表

わされるひん度比条件である N H / N  L = 4 0/1 0 0 0に中レベル K 値を重畳させ

た。図 3.15 は主として KM の総繰り返し数 N M ( =nM X nB) を約 300 で一

定にし，小ブロック数 nB を変えたものである。 全ての条件に対し黒印で示す
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したがって多段多重条件だからとい

って危険になることはなく， .::1 K eff 

に基づく修正マイナー形の推定法で

3.3.3 平均を有する荷重振幅の

評価法

よいことがわかる。

航空機の G-A-G 荷重あるいは

広帯域変動荷重に含まれる小振幅の

10 4 10 3 

nL 
10 ように，大きな平均荷重を有しなが

3 段多重試験の進展速度比とき裂開口点図 3.15
ら変動する荷重パターンは実働荷重

においてよくみられる。本節ではこ

のような変動荷重のモデル

として，図 3. 1 6 に示す低

重変動荷重パターンを対象

レベル K 値が応力比 R>O

の平均成分を有する 2段多

2 段多重変動荷重パターン

き裂進展則とともに

.::1 K ef f を算出する方法を

とし，

K 値制御

図 3.16

まず R=O の一定振幅荷重下のき裂進展挙動を求める試験を行った。

で Kmax = 55 kgmm -3/2 から減少率 dEtrnax/dl=-10kgmm-3/2/mm

検討する。

の

き裂進展下限界条件はき裂長さに対し直線的に K 値を減少させた。

23.5kgmm- 3/2， (.::1 K eff )th = 

割合で，

であった。変

動荷重下のき裂進展速度は (3-2) 式によって低レベルK 値下の速度について
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整理した。荷重条件は高レベル K 値.J K H については R=0(KHmin=0 〉の片振

りで， K Hmax = .J K H = 50 kgmm 
-3/2 で一定とし，低レベル K 値.J K L の振幅，

平均，ひん度の 8 つのパラメータを変化させその影響を調べた。

まず K 値振幅の効果をみるためひん度比を固定し，K Lmax K Hmax とした

波形で，低レベルK 値の振幅 .J K L を種々に変えた試験を行った。 この場合の荷

重一変位ヒステリシスはその一例を図 3.17 に示すように，高レベル K 値の存在

により開口点 Kop が低下し，低レベル K イ直下では全範囲で閉口している。
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図 3.17 2段多重変動荷重下の荷重一変位ヒステリシス

高レベル K 値に対する Kop をK Hmax に対してプロットしたものが図 3. 1 8 であ

る。広い範囲の条件に対して低レベル K 値にかかわらず高レベル K 値が Kop を決

定しており，しかもそれは一定振幅試験結果に一致していることがわかる。

き裂進展速度を.J K Lに対してプロットしたものを図 3.19 に示す。図中・は R

= 0 の一定振幅試験の.J K - dl/dn 関係であり，破線が.J K e ff - dl/dn 関係

である。.J K で整理すれば白抜き記号のように，同じ K 振幅でも R>O のため・

印の R=O の一定振幅試験結果より速度が速くなっており.また( .J K ¥h より低

いK 値でも進展しているため，平均応力を有している荷重振幅に対してはこれを

適切に評価しないと非常に危険となることが示唆されている。
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本試験の条件では図 3.17 に示したように，低レベル K 値下では全範囲で閉口

しているため.d KL= .d K eff となり，速度は破線で示す一定振幅の .d Ke f f 

dl/dn 関係とその延長線によく一致している。このようにき裂が閉口している

範囲の.d K eff を考えれば，進展速度に及ぼす平均応力の影響は現われず，平均

応力は単にき裂の開閉口状態のみにかかわっていることがわかる。 R が大きくな

ると ..::1 K eff で整理しでも平均応力の影響が現われるという報告もある
ω

が，こ

の実験範囲では R = 0.9 付近まで開閉口挙動でよく説明されるようである。

次に低レベル K 値の振幅.d K L .を 18.5kgmm-3/2 で一定にして， その平均を

減少させる試験を行った。き裂開口点 Kop を K Lmax に対してプロットしたもの

を図 3.20 に示す。・印が R=O の一定振幅荷重試験結果である。 K Lmax 二三

25.7kgmm-3/2 の各条件に対しては Kop は高レベル K 値 KH = 5 0 kgmm-
3/2 

に対する一定振幅結果にほぼ一致しているが，[>印で示す K Lmax = 2 1. 1 kgmrn
3/2 

p、a
‘、.... 
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の条件に対しては Kop が上昇している。これはこの条件に切り換えた直後のヒス

テリシスは図 3.2 1 (a) のようであったが，約 1 200 0 プロックの繰り返しの後に

同図(b) のように上昇したものである。図 3.20 の[>印が 2 つのプロットしである

のはこの上昇の過程を示したものである。
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( a ) 

低レベルK 値下の進展速

度を..d KL に対してプロット

したものを図 3.22 に示す。

K Lmax 二三 2 5.7 kgmm- 3/2 

の各条件についてはほぼー

カ所に集まっており ，K Lmax

二 21.1kgmm-3/2 の条件

に対する b 印のみがそれら

より低い速度となっている。

これは K Lmax 二三 2 5.7 

kgmm 
-3/2

の条件に対して

は低レベルK 値下で全範囲

が閉口し， ..d K L =..d K eff = 

After 1.26 ・仇yd 回 ( b ) 

図 3.21 き裂関口点の上昇
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一定となっているためであ

れ破線で示す一定振幅の

.J K eff ....， d l/ 包n 関係に

よく一致しており，荷重全

範囲で閉口するようになっ

てしまえば，平均応力レベ

ルの影響は現われないよう

である。一方[>印のみが低

い速度となっているのは，

先に述べたようにき裂閉口

が生じたためである。

これを.J K e f f で整理す

れば図 3.23 のように全条

件に対して一定振幅試験結
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図 3.23 2段多重試険の.d K eff - dl/dn 関係

(低レベル K 値の平均を変えた場合〉

果とそれを延長した線によく一致している。

なお図 3.20 に示した荷重パターン A ，B とは，それぞれ低レベル K 値が高レ

ベルK 値の負荷途中と除荷途中に入る場合の差を調べるために行ったものである

が，この差は全く現われていない。

次にひん度比の効果をみるため K 値の条件を KHmax = K Lmax で .J K L = 15 

kgmm -3/2 に固定し，ひん度比，特に低レベルK 値の繰り返し数 N L を広範囲

に変えた試験を行った。き裂開口点 Kop は図 3.24 に示すように，全条件に対し

て高レベル K 値 K Hmax に対する一定振幅試験結果にほぼ一致している。 3.3.1

節の R=O の場合は N L が 10 4 を超えて大きくなると Kop の上昇がみられたが，

本節のように適当な平均荷重がかかっている場合は K の上昇はみられない。まop 

た進展速度は低レベル K 値に対しては全範囲が閉口しているため.J K L = .J K eff 

となり，図 3.25 に示すように破線で示す.J K e f f ....， d l/ dn の関係によく一致

しており，ひん度比の影響は開閉口挙動にも速度にも認められない。
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以上のことより，低レベルK 値が R>O の引張り平均を有する変動荷重の場合

も， Kop は高レベル K 値に対する一定振幅結果に等しくなることを用いて各レベ

ルでの.::1 K eff を算出し，.::1 Ke f f に基づく修正マイナー形の推定法を適用すれ

ばよ b、ことがわかる。

3.3.4 広帯域変動荷重の波形カウント法

前節までの議論は狭帯域ランダム波形をモデルにしたものであり，荷重サイク

ルは明確に分離され，波形カウント法の考慮は不要であった。しかしこれを広帯

域ランダム波形に拡張するには次の 2 点を解決する必要がある。

第 1 に荷重変動の帯域幅が広くなると波形に小振幅が含まれるようになるため，

これをサイクルに分解するためのカウント法が必要となる。第 2 に分解された波

形のサイクルは平均応力を有しているためこれを評価する必要がある。

第 2点については既に前節で検討し，き裂開閉口挙動を考慮して.::1 K ef f で整

理すれば平均応力の効果は説明できることを明らかにした。

第 1 点については，現時点では変動荷重下のき裂進展機構は必ずしも十分解明

されておらず，進展機構の面からどのようなカウント法が適当であるのかは明ら

かでない。したがって本研究では小振幅による進展の効果が現われやすいプログ

ラム波形を負荷して各カウント法の優劣を比較し，進展速度を最も精度よく推定

できるカウント法を見出すことにする。

プログラム波形として図 3.26 に示す荷重パターン A の，正弦波の基本波に正

弦波の二次波が重畳する波形を用い，二次波の個数を変化させた。比較のため K

値のレンジベアを同一にした B ，C の波形についても試験を行った。

波形カウント法についてはこれまでに平滑材の疲労に対して種々の方法が提案

されてきた叫~ω 。 それらはカウントする対象によって基本的に次の 2 種類に大

別できる。第 1は荷重波形の相次ぐ極値の差が損傷に寄与すると考え，それを半

波として取り出すレンジ法である。第 2 は小さい方から順にレンジベアを取り出

し履歴を考慮し，レンジペアにより損傷が蓄積すると考えるレンジベア法であり，

レインフロー法ω，H L 法師などは本質的にこれと同じものを取り出す方法である。

円
45 



平均応力成分をも含めて取り出す場

合は前者に対してレンジ・ミーン法

があり半波法がその例である。後者

に対してはレンジペア・ミーン法叫

があり，全波法ωはこれと同じもの

を取り出すものである。

き裂進展開題に対しては速度の支

配肉子である.:1 K eff に対してカウ

ントを行えばよいことが容易に推測

されるので，ここでは .:1 K eff につ

いてのレンジカウント法とレンジペ

アカウント法を比較した。

重畳波形に対する荷重一変位ヒス

テリシスの例を図 3.27 に示す。図

中短い横線で示す位置がき裂関口点

S35C 

Sinusoidal wave supe 巾osed
on sinusoidal mean 

Si nu 抽制帽咽制P町偶ed lo“ing 開tt.r n A 
伺副同品。i由 1 m・m

NL 

「一

d
l
E
I
l
l
1
1
1
I
l
l
1
1
1
1 

m

仰

向

Sinu 日細川・岬町晶剖 Lωdi 咽 pattern B 
町、開口ana 叫。r mean 

車

as

[ 
F
I
t
-
-

出向日』由Iw 刷・ a申erpos 回 Loo ding pa tt.r n C 
加 rectangul 町 m 酎剖

F
I
l
i
-
-

M

山

い

図 3.26 プログラム変動荷重パターン

NH INL = 1 124 

KHmaxl KHmin = 50 I 0 

aKL = 14 

nu

一

2
E
I
-
-
f
a

一

a--E

・E・-e
-
-
-
Z
E
E
-
-

E
E
Z
E
E
・E・-
E

E

-

-EEE.
，‘・・
EE--
，a

一

-z
・・.，
.......
 
E
.

，a
-

---E・E
・E・E
・-

a

-

---g
 
..
 

，.‘
 

...
 

，

.

，

-

....
 
， 
..•...•.••••. 

-

-E
・E・-..
 

‘，.a
冒・
冒
'

z

a

-

-

....
 
‘‘.g，a
E

z

-

-

E

a

-

-

-

n
u
E
a
-
-
'
a
-
E
f
t
-

a

司

・

・

司

---gZE
・E・---E
・e・

-

--EE---E
・g・-E
・

・

・

-

図 3.27 重畳変動荷重下の荷重一変位ヒステリシス

-58-



で， 1 プロック中を通じてほぽ一定であり， このレベルより上のK 値変動がカウ

ントの対象となる。

き裂進展速度は等価有効応力拡大係数(.J K eff )eq によって整理した。ここで

( .J K eff ) eq は次のように定義する。何らかのカウント法により 1 プロックの波

形を N 個の.J K eff のエレメント ( • .J Ke ff ) i ( i = 1 - N )に分解する。進展速度

が.J K eff に基づく修正マイナー形の進展則で表わされるとし，それを d l/dn 

C (.J Keff)ffi (本材料の場合 m = 2.91 である〉とすると，

平均進展速度 C日アdn )*は

1 プロックの推定

(百万 EY=43c{(dkeff 〉i}m
山・ 1

となる。

これと同じ速度を与える等価な( .J K eff )eq は

唱 N
(dl/dn)*= す);. C { (.J Keff)i }ffi= C{ (.J Keff)eq}ffi 

日 i=1

ーム
(.J K ω e q = 〔ti{(dkeff げ Jffi

から

(3-9) 

となり， これは.J K eff についての m 乗平均値である。 もし仮定が正しければ実

験で得られる平均進展速度 d l/dn と(.J Keff)eq の関係は，一定振幅の.J~ff

- d l/dn 関係に一致するはずである。

き裂進展速度を図 3.28 に示す。小さな・印が一定振幅の.J K eff - d l/dn 

関係であり，大きな記号が(.J K eff )eq - d l/dn 関係である。 いずれの波形

に対しても，白抜き印で示すレンジペア法による整理は一定振幅結果とよく一致

している。それに対して波形 A に対して黒印で示すレンジ法では，基本波に対す

る.J Kef f がカウントされないため，約 2 倍程度危険側の推定となっている。

以上のことよりき裂進展問題に対する波形カウント法としては， .J K eff につい

てのレンジベアカウント法が適当であることがわかった。

なお K 値のレンジペアを同一にした場合，荷重バターン B ，A ， C (口， ム，

。印に対応〉の順に速度が大きくなっているが， これはこの順に(.J K eff )eq が

大きくなっているためである。
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ランダム変動荷重試験3. 3. 5 

前節までに得られた知見に基づいて，本節では任意のパワスベクトル密度を有

する定常なランダム変動荷重によるき裂進展試験を行い，進展挙動を調べた後，

K 値のレンジベア・ミーンの 2 元ひん度分布を導入してランダム荷重下の.:1 K eff

を算出し，一定振幅試験結果からランダム荷重下のき裂進展速度を推定する方法

を提案する。本節では定常なランダム変動荷重を近似するものとして，定常ラン

ダム荷重波形の一部分を繰り返し負荷する場合に対応する擬似ランダム変動荷重

を用いた。

ランダム変動荷重信号発生法3.3.5.1 

ランダム変動荷重信号発生法としては，実機の応力波形を記録して用いる方法，

白色雑音発生器出力を適当な電気的フィルタを通し所定のバワスベクトルを有す

る信号を作り出す方法，およびその過程を計算機によりディジタル的に行う方法

ここではパワスベクトル密度を任意に変えられること，周期

-60 ー
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があまり長くない擬似ランダム波形であること，き裂開口点の自動計測システムに

おいて荷重負荷と波形観測が同期して行えて便利であるなどの実験技術上の利点

から，第 3 番目の計算機によるディジタルシミュレーションの方法を採用するこ

とにした。

定常ガウス性ランダム過程を作り出す方法は種々あるが，ここではランダム位

相を有する余弦波の級数和による方法ωを用い，以下に述べる手順で行った問。

平均値 O の定常ガウス性ランダム過程 x(t) を次式でシミュレートする。

N 
x(t) 二~ akcos(ωk t +φk) 

k=l 
(3-10) 

ここで φk は( 0 ， 2π 〕の間で一様な確率変数で，たがいに独立である。 ak

は次のように与えられる。図 3.29 に示す x(t) のパワスベクトル密度関数

S(ω 〉の正の ω領域において，上限値 ωu と下限値 ωl の聞を N 等分し

d ω=(ωu 一 ω1) / N  (3-11) 

ω k ω 1 + (k ーを ) Ll ω ( k = 1， 2， ......， N) (3-12) 

とするとき

a~ = 4 S (ωk) Ll ω 

として与えられる。なお( 3 

- 10 )式のモデルの場合は

N の値にかかわらずエルゴー

ド性が保証されている。

本節では進展速度に及ぽす

速度効果がほとんど現われない

周波数領域を対象とし，図 3.

3 0 にパワスベクトル密度を

示すような広帯域波 A ，一自

由度振動系(減衰係数 c = 

3 、・.，
ぴ3

( 3 ー 13)

5 ((ù k)~W 

ω 

図 3.29 パワスペクトル密度分布の分割
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0.054 )をモデルとした狭帯域波 B

(共振尖鋭度 Q 二 9.5 ) ，二自由度振動

系をモデルとしパワスベクトル密度に 2 A 

つの山がある C の 8種の波形をとりあげ
oOt & 40 

f Hz 

た。このような 8 種の波形によりランダ. 
ム荷重下のき裂進展の基本的な性質が明

らかにできると思われる。
B 

以下にそれぞれの波形に対して( 3- 。。 3640 
f Hz 

1 0 )式のパラメータの決定の具体的な

手JI 買を箇条書きにして述べる。

(j) 計算時間の制限から，リアルタイム C 

シミュレーションを行いながらそれを負荷 。。‘' 38 ‘。
f Hz 

するとすれば上限周波数が極めて低くな

る。上限周波数を高くとるには，計算機
図 3.30 パワスベクトル

内にあらかじめ波形を記憶しておき， JI 頂に出力する方法によらざるをえないが， ー、-

の方法では記憶容量が小さい場合にはあまり長い周期の波形を負荷することがで

きない。

そこでここでは前もってできるだけ精密な波形のシミュレーションを行い，そ

の極値列のみを抽出して残し，極値聞を 40Hz の余弦波の半波でつないで荷重信

号とすることにした。この結果得られる擬似ランダム波形は，局所についてみれ

ばもとの波形を時間軸について伸縮させているため，パワスペクトル密度は変化

する。しかしき裂進展に対しては 40Hz 付近では速度効果はあまりないことが知

られているから，荷重波形の極値とその順序さえ精密にあわせておけば，き裂進

展挙動に与える影響は無視できるものと思われる。したがってこの波形は，速度

効果が現われない範囲では任意のパワスベクトル密度の荷重に代用して差しっか

えないと考えられる。このような簡略化を行えば小さい容量のミニコンビュータ

でも比較的長い周期の試験が行える。

(i i) ランダム波形の極値の精度は波形 1 サイクルを何分割してシミュレートする
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かに依存している。ここでは計算時間の制約から波形A ，C については 8 分割，

B については 1 6 分割した。その結果極値は波形 A ，C については 5 % 以内， B 

については 2 % 以内の精度で求められているω。

(j ij) N は次のことを考慮して決定した。擬似ランダム波形が 3 G rms 程度の成分

まで含むようにするために，擬似ランダム変動 1周期の極値の数を 1000 とした。

それにしたがって 1周期の長さは 12.5 秒となる。一方 (3-10) 式のモデルで

作られる波形は周期性を有し，その周期 T p は

Tp=4π/4ω 

で与えられる。 (3-11) と( 3.- 14) から

Tp=4π/4ω= 4πN/(ωu ー ω1) = 2 N /  ( f u - f 1 ) 

= 12.5 (ただし ωu 2πf u ' ω 2 π f  1 ) 

( 3-14 ) 

となり，波形 A ，C については N=225 ，B については N = 25 が得られる。

ω φkは乗算形合同法により一様乱数を発生させ用いた。

(v) 以上のパラメータを用いて 1 0 0 0個の極値が得られるまでシミュレーショ

ンを行う。

ω 相次ぐ極値の聞を余弦波の半波でつないで出力する。

このような方法で発生させた擬

似ランダム波の一部分を図 3.31 A 
に示す。この波形は平均値が O で

あるので，試験には 1 周期中に現

われる最小値が Oになるように適当

な平均値を付加したものを D - A B 
変換し，荷重信号として用いた。

この波形を実際に試験片に負荷し，

現われる K 値の最大値 (K)max を

50 kgmm- 3/ 2 にしたときの経過 C 
ひん度分布，ピークひん度分布，

レンジひん度分布の計数結果を波 図 3.31 擬似ランダム変動荷重波形
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形 A. B. C について図 3. 32 - 3. 80 

34 の(a). (b). (c) に示す。経過ひん度

分布をみると片対数線図でほぼ放物線

形になっていることからガウス分布を

しており，前述(i)の仮定は確率密度に

はあまり影響を及ぼさないようである。

また波形に 3 q rms 程度までの成分が

含まれており，本章で用いる擬似ラン

ダム荷重の要件を満たすものが得られ

た。

3.3.5.2 試験結果の解析法

3.3.4 節で明らかにしたように，変

動荷重下の進展速度はL1 K e f f レンジ

ペアによって支配されているため，進

展挙動の解析にはランダム荷重下の

L1 K eff レンジペアを算出する方法を

見出す必要がある。本研究では実用を

も考慮し .K 値のひん度分布からこれ

を求めるため，まずK 値のレンジペア・

ミーンの 2 元ひん度分布を求め，それ

と別途求めたき裂開口点Ko p を組みあ

わせ・ L1 K eff レンジペアひん度分布

を求めることを考えた。
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任意波形からレンジぺア・ミーンを

抽出するアルゴリズムとしては，レン

ジペア・ミーン法，全波法 .HL 法な

どがあるが，擬似ランダム波の場合は 図 3.32 擬似ランダム A のK 値ひん度分布
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8 者とも同ーの計数結果を与えるので，乙乙 X 

ではアルゴリズムの簡単さから H L 法を採用

した。以下に H L 法について簡単に説明する(吃

図 3. 3 5 (a) のような K 値の時間経過に対し，

図(b) のような仮想的なヒステリシスループを

考える。なおき裂進展問題に対し図(b) の横軸

に何をとればよいかは明らかでないが，ここ

では縦軸のK 値についてのみカウントを行う

ので横軸は何であってもかまわ芯いが，たと

えばき裂先端開口変位のようなものを想定す

ればよいであろう。 H L 法はこのように想定

した「ヒステリシスループが閉じたら，その

時取り出し計数する」というものである。

それをサブルーチンにした場合のフローチャ

ートを図 3. 35 (c)に示す。まずカウントした

いデータの極値列を，時間経過の順K P E A  

K(I) ( 1 = 1...... NP )とする。 NP は極値の

総数である。乙の極値を順次読み込みながら

相次ぐ 2個のレンジ Rl とR2 の大きさを比

較し. R 1 ::;;: R2 の場合のみ Rl を取り出し，

レンジペア ZR とミーン ZM を記録する。た

だし出発点 PO はカウントの対象とせず，カ

ウント終了後閉じないループとともに別に処

理を行う。以上がH L 法の概略である。

H L 法によって K 値のレンジペア・ミーン

の計算を行う具体的な手順を以下に述べる。

実験中にオンライン・リアルタイムにロード
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Time 

( a ) 

x 

( b ) 

( c ) 

図 3.35 HL 法凶



1周期分の極値 1000 点のデータをセル出力を D-A 変換し，極値探索を行い，

ディスクに格納する。実験終了後解析プログラムにより K 値のレンジぺア・ミー

ンカウントを行う。そのためにまずき裂長さの情報を用いてロードセル出力の極

それを P EAK(I) ( 1 = 1"'" 1 0 0 0 )とした。擬似値列をKll 直の極値列に変換し，

H L  ランダム波では 1周期内で必ずヒステリシスループは閉じるはずであるが，

法では不適当な極値を出発点としてカウントを開始すれば閉じないループが残る

とともに，出発点の特別な処理が必要となる。乙の不具合を避けるため，予め極

値列をスキャンしてその最小値を探索し，それを先頭にしてカウントがスタート

をさらに P EAK ( 1 0 0 1 ) ( = P EAK (1) ) するように配列の添え字をずらし，

付け加えて最大のループもカウントされるようにした。図 3. 36 ，...， 3. 3 8 I乙

-3/2 (K) max = 3 5 kgmm - 0 1&. 1<:対する K 値のレンジペア・ミーンの 2 元ひん度分布

C I<:対して示す。B. を，それぞれ波形 A.

次にき裂開閉口挙動を考慮してK 値のレンジペア・ミーン分布からL1 K eff の

レンジペア分布を求める方法について述べる。き裂開口点を自動計測したと乙ろ，

ランダム荷重下でもき裂開口点は 1 周期を通じでほぼ一定であったのでこれを

K とする。図 3.39 I~示すようにこのK を縦軸の切片にとり，傾き 1/2 とop 

お副・・・・・・・・
....... 

‘ ..
 

・・
ET---
‘
..
 

E •.... 

‘ ...
 

‘ ...... 
眠・一.‘
.......... 
‘‘・
:RB‘‘

沼

.

.

. 

‘ ...
 

‘ ..
 

， ...... 
， 
..... 
‘ ........... 
， ...
 

， 

3 四

.

.

. 

， ....... 
‘‘
 

....
 

‘ 

骨‘
E--
‘・;・
..
 

‘ 

目
‘
.‘ 

•••• 
E叫

-

R

.

.

.

.

.

. 

‘ .
.
.
.
.
.
.
.
. 
23-、
.. 

百

.

.

.

.

.

. 

‘ ...... 
， ..
 

-:・・・・・
1

・，
......... 
‘ ...
 

‘・1

2 

d
?
:
:
:
-
j
i
-
-
;
・
:
2
t
?
・

W

R

・::・・

:
:
:
:
:
:
:
J
・
i
:
:
・

k

副
....
 

‘ 
.•..... 

，，
 

..•... 

，・
2
a

回・・・・・・・・・

..... 
， ..
 

，.‘
 

......
 

‘.-

E

，.‘
 

........... 
‘・・・;・・・・・
4
3
‘.

刈
-
-
-
-
-
.
‘•...... 

E

・・・・
2
2
・‘a
2
・・

k

n
・--‘.----・・・司、
....
 

‘ ...
 
a

・・
2
t
・

a-・・・‘
...... 
， ............. 
‘.‘
 

..
 
7

・

I
S
-
-
-
-
-
-
-
-
a
・・・・・・・・・・
BT---.
‘2
2

・・

..• 

‘
:
:
:
:
:
:
:
・

i
;
;
!

酬

3
・・・・，
.... 0
・‘・・・・・・・・・
8
2
'
・2
3
・・・

曜

a
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
a
4
・・
3

‘.

R
E
-
-
:
:
:
:
・
j
i
-
-
j
i
-
-
-

H--.
‘‘
 

........ 
旦'・・・・・・・
2
s
.
‘3
a
a
-
-
-
-
..
 

，.
 

岨
'
:
:
・

7
:
・
;
:
:
:
:
:
1・・
2

・
:
:
R

R
?
:
:
;
:
:
:
:
:
・

2
:
1・4

E
V
-
-
-
-
......... 

， ..
 

-;・・
3
・‘，
S
E
-
s
‘
..
 

‘ 
.•...... 

， 

u
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
s
，ヨ
3
E
-
a
-
-

t
E
B
-
-
-
-
-
-
R

・・・・・・・・・・・
1

・・・
6
3
1

・・

慣

4

・
:
・
:
:
・
・
・
・
・
:
・
‘
a
-
s
・a・-'川・
-
t

同
'
・
・
・
:
・
・
:
:
:
:
・
:
i
・3

3
U
.

，s
s
・‘.

M

2 

.

. 

，.‘・・・:・・・・・・，・・
i
3
・s
u

・s
・a-R
・‘.

m

t

・・・・・・・・・・
....... 
‘ ..
 
23333ESSE-aa
‘ 

m
-
-
-
‘ ..
 

、.... 
， ...
 
2

・・・・・・‘
t
i
t
a
-
-.
.
.
.
.
.
.
.
. 

， ..
 

， 

刷

岨

m
湖
町
副
担
割
耳
切
さ
益
計
四
割
U

品
目
白
目
。
担
割
園

"
"
H
U時
H
U
m
u
H渦.，

.v-sa--SEa-

側、"・ャ・危宵
M

，
，
，
R
W

墨・u
・

擬似ランダム A に対する K 値の νンジベア・ミー γ分布

( (K)max = 3 5kgmm -3/2 ) 

- 67-

図 3.36
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図 3.38

擬似ランダム B に対する K 値 の レ ン ジ ベ ア ・ ミ ー ン 分 布

( (K)max = 35 kgmm-ν 含)

擬似ランダム C に対する K 値 の レ ン ジ ベ ア ・ ミ ー ン 分 布

((K 〉rnaz=35kgmm-3/ 令〉

-1/2 の直線をヨ|くと次の 8 つの領域に区分けされる。

(I)は Kop 三二 K min であり， E レンジペア.d rp K の全範囲で閉口している領域。

(町は K min く Kop く Kmax であり， .d rp K のうち一部分が関口している領域。

価は Kmax ~ Kop であり全く関口しない領域である。

.d K eff のレンジベア .d rpKeff を
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K 値のレンジペア・ミーン分布を用いた 4K eff
の算出法図 3.39

11__K_ J."J." =11__K r p .l.'>. e f f (I)領域に対して

( 3 ー 15)11rp K eff=K …n+tdrpk-kop (IT)領域に対して

11 _ _ K_ J." J." = 0 p 
~'loo. e f f 価領域lと対じて

11 rpKeff の存在したもののみについて 1周期の 11 rpKeff 

3.3.4 節と同様の考え方Iとより等価有

によって算出し，

のひん度分布 f 2 ( 
11 r p Ke f f )を求める。

f2 
(11 rpKeff)i} 

効応力拡大係数を次式で算出する。

k 
(11 rp Keff)eq = C乙{( 11 r p K e f f )7 

k / i:: 1 
f 2 (11 r p Ke ff ) i J m (3 -16 ) 

ただし k は 11 rpKeff のレベル数である。

一万平均進展速度は 1周期の進展量 11L から

、t
p
J.，A 

、、，
Jg

且
r
i e 

k nr r 
d ，，‘、

。，.

r
T且

--a
 

k
z
= ・1

dl/dn=11L/{ (3-17) 

- 69-

として求めた。



3.3.5.3 試験結果

与えた荷重履歴は .K 漸減法による一定振幅荷重試験のそれとほぼ合わせて，

1 プロック中に現われる K 値の最大値 (K) max を 50 kgmm -3/2 として波形 A. B. 

C について試験し，以後 (K)max 値を漸減させて各K 値レベルで同様の試験を

行った。

き裂関口点Kop は擬似ランダム荷重の場合も 1 ブロザクを通じでほぼ一定であ

り，それを現われる K 値の最大値 (K) max K 対してプロザトしたものが図 3.4 0 

三 30
E 
」E亘n 

20 

g o EL 

10 

。

S35C (K)mox/(K)min A B C . 
50 I 0 ロ o d. C町、slont 剖陪話。mplitude

Ps eudo random 
42 I 0 団 ( ) A κ。p・Kmox relotion for R = 0 
34 I 0 Il () .Il. 
29 I 0 • 

Kop = Kmax レ/'

/ 

ν/レ11.・ 1・-"0| SJ 

。 10 20 30 

Kmax ， (K)m 似

40 50 

kgmm- 3/ 2 

図 3.40 ランダム変動荷重下のき裂関口点

60 

である。 Kop は，小さな・印で示す応力比 R=O の場合の一定振幅試験結果にほぼ

一致している。この場合最大のK レンジベア(A . n  K) はR=O である乙とから，rp --， max 

ランダム変動荷重の場合は (ArpK)max とその応力比R がき裂開口点を決定し

ている乙とがわかる。

乙のKop の実測値を用いて( 3ー 1 5 )式で A rpK eff を算出し，ひん度分布

f 2 (A r p Ke f f )を求め. (3 ー 16) 式によって (A rpKeff )eq を求めた。

(A rp K ef f )eq 1<:: 対して平均進展速度.dl フful"をプロザトしたものが図 3.41

である。 (A rp K eff )eq "'"τ7 アdn 関係は K{i 直の帯域幅やレベルによらず，小

-70-



5 35 C Ps eudo Random 
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(6rp Ket f) eq 

3 2 
10- 9 

ランダム変動荷重下のき裂進展速度図 3.41

~ dl /dn 関係とよく一致していることから，さな・印で示す一定振幅のL1 Ke ff 

L1 r p Ke ff を考えれば進展速度に及ぼすパワスペクトル密度分布の形状や K 値レ

ベルの影響は現われないと結論できる。

進展速度は (K)max' (J rms をほぼあわせた波形に対しては B.C.A の順に

乙れは

帯域幅が狭くなる程大きなレンジペアの相対ひん度が増加するためである。

速度が大であり，特に B のような狭帯域波形で速度が大きくなっている。

以上のことから，一定振幅荷重試験結果を用いて定常な実働荷重下の進展量を

推定するには次のよう lとすればよい。まず実働荷重波形から K 値のレンジペア

L1 r p K とミーン Kmean の 2 元ひん度分布 f1 (L1 r p K. ~e an )分布を求める。

そのうちの最大のレンジペア(L1 rp K)max のもつ応力比と等しい応力比の一定

(L1 rp K)max K 対して Kop を読み取り. (3-15) 式

でL1 Ke f f レンジペアひん度分布 f2 (L1 r p Ke f f )を求め，それにL1 K ef f 基づ

く修正マイナー形の進展則を適用すれば進展量が求まる。即ち
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振幅荷重試験結果から，



k 

，J L =よ C (，J rpKeff)~ f2 (，J rpKeff)i (3-18) 

( k は，J rpKeff のレベルの数)

となる。

あるいは，実働荷重波形もしくはその極値列を与えられた場合は，まずそのう

ちの最大のレンジペア(，J rpK)max K 対する Kop を先に求め，乙れより小さい

極値を Kop で置き換えた極値列を作り，乙れから，J rpKeff 列あるいはひん度分

布を求める手順によってもよい。

3.3.5.4 考察

本章で提案したランダム荷重下のき裂進展開題に対する取り扱い法の特徴は，

「分解された荷重サイクルが有する平均荷重の効果を.き裂開閉口挙動を考慮し

て，JK e f f で評価する」という点である。

このような広帯域波に含まれる平均荷重を有するサイクルの評価について，薄

・岡村ら(aJ X2 1)はランダム荷重波形から分解された応力比 R を有する K レンジペ

ア，J r p K は，同ーの荷重条件( ，JK およびR )の一定振幅試験結果 lζ 等しい速度

を有すると仮定して線形加算則を適用し，進展量を見積る方法を提案している。

その考え方は分解されたサイクルは.荷重条件 (，J K およびR )が同じであれば，

ランダム荷重下でも一定振幅荷重下と同ーのき裂関口比u を有していると仮定す

ることと同等であると解釈できる。

しかし実際にはこの仮定は妥当とはいえない。それはもしそのように仮定すれ

ば，き裂関口点Kop は瞬時の，J K とR で決定される値をとるために，ランダム荷

重下では Kop が激しく変化することになるが，著者がK を実測した結果によれop 

ばランダム荷重下でも K はほとんど変動せず，最大の K レンジペア(，J ro K )op 

とそのR によって決定される一定の値をとっていた o したがって荷重条件( ，J K 

およびR )が同じであっても，一定振幅荷重下と変動荷重下ではき裂開口比が異

なるため，速度も同ーとはならないと考えられる。

もう 1 つ注目すべきことは，ランダム荷重下のき裂開口点が最大のK レンジペ
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ア (LI r p K) max とそのR によって決定されることである。寿命推定においては

K レンジペアの最大値が推定精度を大きく左右するため，実機などから荷重デー

タを記録したりまた負荷荷重値を予測したりする際には，中央付近の分布のみで

なく，最大値についても十分考慮する必要がある。

3.4 A5083 ー0 の試験結果

3.4. 1 2段多重変動荷重試験( R = 0 の場合)

3.4. 1. 1 .::1 K eff K 基づくき裂の進展則

まず R=O の一定振幅荷重下の進展挙動を求める試験を行った。試験は K 値制

御で d kmu/d l =-8kgmm-3/2/mm の割合で，き裂長さに対して直線的に K

値を減少させ，停留した条件をき裂進展下限界条件として採用した。進展下限界条

件は (kmu)th=18.8kgmm-3/2 ， (dke f f)th=o であった。使用した 2 段

多重変動パターンは S35C の場合と同じで，図 3.3 に示したものである。

Ll K eff と進展速度の関係に及ぼすひん度比の影響を調べるために . K 値レベ

ルを KH/K L = 2 6 kgmm -3/2/ 17 kgmm -3/2 K 固定し，ひん度比 NH/N L を

表 3.31ζ 示すように変えた。

同表で横の行は N L の影響

を，縦の列は N H の影響を

広範囲に調べられるように，

条件を系統的に選んだ。

適当な間隔で自動計測し

た 1 ブロック分の荷重一変

位ヒステリシスの一例を図

表 3.3 ひん度比条件 NH/N L

1 1 

1000 1 100 40 20 

繭|而品

40 40 40 I 40 
40000 8000 4000 11000 

3.42 I乙示すように，本材料の場合もき裂開口点はほとんど変イむしていない。そ

こで本材料についても K は高低各レベルにおいてそれぞれ算術平均値で代表さop 

せることにし・ (Kop)H' (KoP)L とし・ Ll K eff をLl K Heff =KH ー (KoP)H • 

.::1 K Leff =KL 一 (K op )L として求めた。

破面には図 3.431 乙示すように高低の各K 値レベルに対応する規則正しい縞模
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様が観察される o .d l H で示すものが高レベルK 値下の破面で，本例では高レベ

ルK 値下のストライエーションは明瞭でないが，別の N H = 2 • 32 とした試験で

はそれぞれ図 3. 4 4 (a). (b) に示すように，高レベル K 値下で明瞭なストライエー

o 

nHi 

2 5 

n H i. nLi 

KH ト「寸~ - r-一、

KL ー『干..，J/ ¥/ ¥L，..，..【干『ー J L ー
o ' V  V ' 百 V ¥1 Y V V ¥ 

めi1 KL= 26117 

NH/NL= 10/100 

図3.4 2 2段多重変動荷重下の荷重一変位ヒステリシス (A5083-0)

ションが観察され，き裂はストライエーション形成機構で進展しており，その間

隔もほぼ一定であることが確認される。小寺沢(22) はKmax が急に上昇する場合に

はその第 1 サイクルで著しく加速され，極めて大きなストライエーションが形成

され，その後荷重繰り返しとともに加速効果が減衰し，定常速度に漸近すること

を報告しているが，そのような巨大なストライエーション形成のためには，低い

荷重レベルで進展させたき裂に大荷重を負荷し，ストレヲチゾーン形成時のよう

な状況が実現することが必要であると思われ(忽本研究のように小規模降伏条件

をみたし，荷重が定常的K 繰り返し負荷される場合には.低レベル K 値から高レ

ベルK 値K 切りかわっても，そのような加速現象はみられなかった。一万 .d lL

で示す低レベル K 値下の進展跡には微視組織に対応すると思われる低進展速度破

面の特徴がみられる。

乙の縞幅 .d l H • .d lL を対応する繰り返し数で除してミクロな平均速度とし

て図 3.45 K 小さな黒印で.d K eff K 対してプロザトした。高レベル K 値下の速
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(a) KH/KL- 26kgrnm-3/2/ 17kgmm13/2N

tl/NL- 40/ 40000(bl

KH/ KL- 26kgmm~3/2/ 17kgmm13/2-N

H/ NL= 40/ 1000回3.43 2段多重変動荷重下の破面(A5083-0 )dJH . JJL はそれぞれ



(a) KH/KL- 24kgmm-3/2/ 12kgmm13/2.R =-1,Nfi/NL- 2/1024

(b) KH/KL- 24kgznm-3/2/ 12kgmm-3/2 R =11･NH/NL-

32/128I回3･44 2段多重変動荷重下の破面 (A50
L

83-0 )AIH ,AILはそれぞれ高.
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ロ 40/8000
~ 40/4000 

2 

図 3.45

ゐ」-L o 40/1000 
o 40/1000 。
1な

マ。
@ 
① 

e 
ー

3 4 5 678 10 
sKeff kg mm- 3/2 

2段多重試験のき裂進展速度

(ひん度比を変えた場合)

10/1000 
10/500 
10/100 
111000 
11100 
1/40 
1120 

20 3040 

度は dke f fZ14kgmn-8/2 付近の一群であり. dke f f Z 5kgmm-3/2 付近のー

群が低レベル K 値下の速度である。また白抜き印は( 3 - 2 )式で整理した低レ

ベルK 値下の推定速度 (dl/dn) どであり，同種の小さい記号で示すミクロな

速度とよく一致している。以下に進展速度に及ぼすひん度比の影響を検討する。

高レベルK 値下の速度は JK eff で整理すればひん度比に影響されず，一定振

幅試験結果Iとよく一致している。

一方低レベルK 値下の速度は J K eff のみでは説明されず，ひん度比によって

影響されている。まず N H の影響として 0 ，O，@印(それぞれ N H /N L = 40 

/1000 ， 10/1000 ，1/1000) をみるとほぼ 1 カ所に集まっており， N H

の影響はほとんどないことがわかる。次に N L の影響としては N L = 100 程度ま

では一定振幅結果より若干加速し， N L が数百程度になると減速の傾向がみられるよう

うである。しかしこの範囲では全進展量に対する寄与が小さく，測定のばらつきが
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大きいので実用上は N L = 1 000 程度まではあまり顕著な影響がないとみて差し

っかえ立さそうである。しかし N L が 1 000 を超えて 1 0
4 ~ 1 05

と大きくなると

N L の影響が著しく現われ進展速度は減少し，遅延が現われている。それは図 3.

4 6 K 示すように低レベル K 値

下の進展量 .d lL はN Lが増加し

でもある数値.この場合は約 6

μmで飽和し ・.d Ke ff が寄在

するにもかかわらず進展をほぼ

停止するためである。先に 3.3.

1節で述べた S35C の場合に

も N L が増加すると低レベルK

値下の速度が低下する現象がみ

られたが，その場合はき裂関口

点が上昇し .d K eff が減少して

OK 近づく結果，低レベルK 値

下では進展しなくなると考えら

れたが. A5083 ー 0 の場合開

口点の上昇はみられずに減速が

10 

E 
:J.... 1.O 
z 

d 

10 

E 
立、1.0
...J -

A5083-0 
R=O 

3- 会 ' ' 

日開，

さ

• 
KHIKL = 26/17 

‘ヨ +仙 INL=40/40000

0.1 '-: 
10 L 

図 3.46

• 40/8000 
A 40/4000 • 40/1000 

103 10 4 10 5 

NL 

き裂進展量に及ぼす N L の影響

起こる。乙れが両材料で著しく異なる点である。

上で示した N L = 4 0 000 程度ではき裂は低レベル K 値下で一時進展を停止し

たが，さらに N L が大きくとEれば ・.d Ke f fが有限の値を持つ以上，き裂は再び進

展を開始するものと思われ，その場合の進展挙動の評価が必要となる。ところが

低レベル E 値繰り返し数を極めて大きくした試験は容易ではないのでここでは図

3.47 K 示すように. NH/N L
二 40/40000 の 2 段多重試験途中に高レベル

K 値の負荷を中断して低レベルK 値のみを繰り返し，その後の進展速度と開閉口挙動

を測定し，遅延とその回復の様子を調べた。同図 Iとは荷重減少後の進展量と速度

の関係を示す。先に述べたように 6μm 程度進展した点でき裂は一時停留し. 1. 5 

X 1 0
6 
cyc 1 e の繰り返しの後再び進展を開始し，一定振幅試験結果( 4 X 1 0-

6 
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ω =  r mm/ cyc 1 e )に向って復帰してゆく。塑性域寸法との関係でみると，

1/2Vτπ ・(JKH/2 0' y)2 で示す平面ひずみ繰り返し塑性域内ではきつい遅延を

ωm  = 1/2 -v2 π・(KH/ O' y)2 で示す一方向負荷による塑性域寸法以上示し，

にわたって遅延の影響が残ってい

る乙とがわかる。なおこの聞き裂KH/KL = 26/17 
NH! N I. = 40/40000 

開口点はほとんど変化しなかった。

このように低レベル E 値下では進

JK eff で展速度に分布があり，

整理しでも線形則が成り立たない。

乙のように速度が分布する現象に

ついては後に 8 段多重試験を行い，

さらに詳しく検討する。

以上で述べたことから，本材料

の場合低レベル K 値下の速度に対

しては N L の影響が現われるが，

一定振幅の JK eff """"dl/d n 曲

10-5 

ω
-
υ
h
ど
E
E1O

6 

C
旬
、

--u
線を用いた推定法でほぼ安全側の。5o 

-7 
10 

推定ができる。何百円、

次1ζK 値レベルの影響を調べる

ため，ひん度比を N H / N L = 1 0 

K 値レベルは高レベル K 値 KH を 26 kgmm -3/2 と 2 1kgmn- 3;2 

高レベルK 値負荷後の低 νベルK 値下の

き裂進展速度

図 3.47

/1001<:: 固定し，

の 2 種類とし，それぞれに対し低レベル K 値 KL を，

13 kgmm -3/2 の 3 種類に選ぴ組み合わせた試験

(Kmax)th をはさむように

。，“，，J 向。m m 
g
b 

L
且

'
h
U 

4
E
A 

-3/2 17 kgmm u ，w ， 

を行った。 K 値履歴としては一定振幅試験のそれとあわせるように配慮し，まず

K 漸減法で 2 1 kgmm -3/2 1ζ 至らせ KH = 21 -3/2 
KH = 2 6 kgmm について行い，

kgmm -3/2 の試験を行った。本試験条件では 1 ブロヲクの進展量が微小なためフ

( 3 - 2 )式で( d l/ dn )了を求め，
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低レベ JレK 値下の速度について整理した。

* 図 3.481 乙( d l/ dn ) LをK 皿 ax と.d Keffl 乙対してプロザトしたものをあわ

A 5083 - 0 I 1 1 1 1 1 11 1 1 1 
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守
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kgm 而有2

2 段多重試験のき裂進展速度

( K 値レベルを変えた場合〉

AKeff. Kmax 

図 3.48

.d K eff で整理したものをみると，低レベル K 値下で .d Ke f f が有限の値とな

その値

は小さな・印で示す一定振幅結果によく一致している。一万.d Ke f fが O となっ
牟

た条件 C.& ，・印〉に対しては (dl/dn)~ は O になった乙とから，

った条件(・....・，・印)附しては (dl/dn)f は有限となり，

乙の場合もき

.d K eff の有無が決定していることがわかる。裂が進展するか否かは，

ひん度以上のことから本材料の 2 段多重変動荷重下のき裂の進展則としては，

.d Ke f fで整理した一定振幅荷重による進展曲線を用

いれば，ほぼ安全側の推定が可能である。
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3.4. 1. 2 変動荷重下の.d Ke f f の推定法と修正進展曲線

自動計測した高低各レベルのき裂関口点 (Kop)H' (KoP)L をそれぞれ KH'

K L I~対してプロヲトしたものを図 3.49 Iと示す。なお( )を付したものは，低レ

15 
( ・ ) /

J4L /・_..
/ ;- . 

/・
Kop=Krrcx 

Constant 
stress 。mplitude

g
m
a
E
Hヒ
O
S

410 

~ 
z 

J 5 

.、.-
~"'O 

h・J .

‘a
o
x 

(Ko plt!(Ko p)L 

o • マ v 。• 。• d. A 

ロ • 

陥1Nt.= 101100 
KH/KL 
26117 
26/15 
26/13 
21117 IKth 
21/15 
21/13 

10 ' 15 

、・.."

0 
5 20 25 30 

Kmax 匂 耐M

図 3.49 2段多重試験のき裂開口点

ベJレK 値下では閉口せず K L 三二 Kop となったもので，この場合の開口点も高レベ

ルK 値下での開口点と同じと考え，その位置にプロザトしたものである。同種の

記号を用いて白抜き印で (KoP)H' 黒印で (K op )L を示すが，各試験条件にお

いて (K op ) H と (K op )L はほぼ等しく，しかもその値は小さとE ・印で示す一定

振幅試験における関係の，高レベル K 値 KHK 対する Kop とほぼ等しい。

このことと前節の結果をあわせ用いれば進展速度を推定することができる。即

ち，一定振幅荷重試験結果から高レベルK{j 直に対して (K o p ) H を推定して，高

低各レベルの Kmax 値からこの (K o p ) H を差し引き，それぞれの.d Ke f f を算出

して，それに.d K eff K 基づく一定振幅の進展曲線を用いたき裂進展則を適用す

ればよい。この結論は本材料の場合は(.d K eff )th = 0 となるため，進展則を

修正マイナー形と呼ぶ必要がない点を除いては，前節の S 35 C の場合と全く同

じである。
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したがって本材料についても修正進展曲線による取り扱いが可能であり，以下

にそれについて検討する。図 3.481 乙進展速度を Kmax について整理したものを

示す。

まず実験点についてみると KH ニ 26 kgmm- 3
/
2
の場合は高レベルK 値の存在 Iと

より低レベル K 値下のKop が低下し， i1 K ef f が増加するため・...印の速度は

一定振幅結果を上回っており~砂印については (Kmax)th 以下でも進展し，

(K max ) th は消失していることがわかる。 KH = 2 1 kgmm -3/2 については.，

・印の条件では進展がみられず，アルミニウム合金についても実働荷重に対する

進展下限界条件が寄在することが示されている。以上のような実験点に対し二点

鎖線，一点鎖線はそれぞれ KH = 26 kgmm -3/2 ， 2 1 kgmm -3/2 1ζ 対して (3-5 ) 

式で求めた修正進展曲線であり，上Iζ 述べたようなi1 K eff の増減K 起因する種

々の進展挙動をよく表わしていることがわかる。

S 35 C の場合にも若干ふれたが，変動荷重下の進展速度を推定する万法とし

てよく行われるものに， K~直で整理した進展曲線を K th以下まで直線で延長する

修正マイナ一則があり，図 3. 4 81~破線で示したものがそれである。図から明ら

かなように実際の進展速度は， KH によっては修正マイナ一則による推定線より

加速される場合があり，また変動荷重下の進展曲線も無限に低い K 値領域まで延

長されるわけではなく，ある所から下方Iζ 折れ曲がり，実働荷重に対しでも進展

下限界条件が存在するなどの現象が現われるが，修正マイナ一則によったのでは

これらの現象を取り扱うことができず，場合によっては危険側の推定を与えるこ

とがあるので注意を要する。

3.4.2 3段多重変動荷重試験( R = 0 の場合}

前節の 2 段多重試験では低レベル K 値の繰り返し数が極めて多くなると進展量

の飽和がみられた。そこで本節ではその原因を調べるとともに，実働荷重により

近いパターンとして 8段多重試験を行った。荷重波形， K 値レベルならびにひん

度の定義は図 3.1 1 に示したものと同じであり K 値条件は KH/KM/K L で，

ひん度比条件は NH/NM/N L = nH/nM X nB/ nL X ( n B + 1 )で示す。 nB
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乙乙では 2 段多重試験において遅延中レベル変動の小プロック数である。は低，

の現われるひん度比条件である NH/N L = 4 0/40000 lL:種々の条件の中レベ

Jレ K~直を重畳させる試験を行った。

自動計測した荷重一変位ヒステリシスの例を図 3.50 lL:示すように，短い横線

で示す開口点はあまり変化していない。

KH/KM/Kl=26/2 1/ 17 

NH/NM/Nl= 40/40 ・3911000-40州;!1J1J 附レ
n伺1・3 152535 

3段多重変動荷重下の荷重一変位ヒステリシス

(A5083 ー0 )

図 3.50
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そこでここでも Kop は各K 値レベルにおいて算術平均値で代表させることにし，

その結果を図 3.51 K 示す。各K 値レベルにおいてK はほぼ一定であり，しかop 

もその値は高レベル K 値 KH I乙対する一定振幅試験における Kop とほぼ等しい。

次に進展速度について検討する。なお本節では全条件について破面観察が可能

であり，速度は全てフラクトグラフィによるミクロな速度を用いた。破面には図

3.52 Iζ 示すような各K 値レベルの進展量に対応する縞模様が観察される。 1小

ブロザクあたりの低レベルK 値下の進展量 Ll lL ，中レベルK 値下の進展量 Ll lM

を 1 ブロザク内の小ブロザクの繰り返しの進行 n i I~対してプロザ卜したものを

図 3.53 I乙示す。 0 印で示す Ll lM はほぼ一定であるのに対し，・で示す LI l L' ま

Ll K e f f がほぼ一定であるにもかかわらず変化しており，初期に比較的大きく，

急激に減少して n i = 5--7 (き裂進展量で約 1 0μml~対応)で極小値をとった

後，徐々に増加している。

このような低レベルK 値下の進展速度の分布は 2 段多重試験において nL が

小さい聞は若干の加速を示し，逆に nL が大きくなれば約 6μm で進展量が一時

飽和する挙動とよく一致している。即ち， K 値を高レベルから低レベルlζ 切り換えた

直後数百サイク Jレ以内は比較的速く進展するが，少し進展した位置でき裂進展に

対する抵抗が増大して遅延現象を生じ，約 6 --10μm 進展した位置で最も遅くな

り 2段多重試験ではその位置で低レベル K 値下の進展は停止するが 3段多重

試験の場合は中レベルK 値の存在によりその領域を脱出し，再び進展速度が増加

してゆくものと思われる。このように A5083 ーO においては幾分複雑な進展挙

動を呈することがわかった。

1 ブロック内の平均速度についてみると，図 3.54 に白印で示す高レベルK 値 F

の速度はほぼ一定振幅試験結果K 一致している。それぞれ右半黒，黒印で示す中，

低レベル K 値下の速度はいずれも一定振幅結果より低下しているが，乙れは前述

のミクロに分布する速度を平均したことによっている。

黒印の低レベルK 値下の速度をみると， 0 印と O 印の聞に分布している。 0 印，

O 印はそれぞれ 2段多重試験の NH/N L = 4 0/1 000 とNH/N L ニ 40/40000

の場合であり 3段多重パターンにおいて KM=KH となった極限と，中レベルK
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乙れより 8 段多重試験では中レベルK 値の

0 印で示す K M 二 KH

値を負荷しない極限に対応している。

存在により低レベル K 値下の速度は O 印より増加するが，
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となる極限である 2段多重条件が安全側の限界を与えることがわかる。

したがって 2段多重条件に対しての安全側の推定線は自動的に 8 段多重条件に

対しても安全側の推定線となることがわかり， 3.4.1 節の結果から一定振幅試験

の.:1 K eff '" dl/dn 関係は安全側の推定線となる。

本章では高レベルK 値(厳密には最大の K レンジぺア)の応力比が R=O の場

合のみを取り扱ったが，異なった R の場合にも同様の考え方が適用できるものと

思われる。

3.5 結言

本章ではK th 条件を含む低K 領域における実働荷重下の疲労き裂の開閉口挙動

と進展挙動を明らかにした上で，それらの結果に基づいたき裂進展速度推定法を

見出す乙とを目的とした。

試験は中炭素鋼 S35C と耐食性アルミニウム合金 A5083-0 について，定

常な片振りの 2段および 8 段多重変動荷重，低レベル K 値が平均を有する 2 段多

重変動荷重，重畳変動荷重および擬似ランダム変動荷重を負荷してき裂進展試験

を行い，マクロなき裂進展挙動の測定K 加えてフラクトグラフィによるミクロな

取り扱いを併用じて検討を行った。得られた結果を要約すると次のようになる。

S35C については，

(1) 2 段および 8 段多重変動荷重下では

(1. 1) (K max ) th のみならず(.:1 K eff )th も消失し，それ以下の K 値によって

もき裂が進展する。

(1. 2) き裂進展速度は，平均荷重が存在する場合も含め，一定振幅試験の.:1 Ke ff 

'" d l / dn 関係を下限界値以下に直線で延長した.:1 K eff 1<: 関する修正マイナー

形の進展則で推定しでほぼ差しっかえない。

(1. 3) き裂開口点K は荷重変動にかかわらず各 K 値レベルを通じてほぼ一定でop 

あり，通常それは高レベル K{i 直に対する一定振幅試験結果のKopK 等しくなる。

(1. 4 )低レベル K 値が極めて多数回連続して負荷される場合はKop が上昇するこ
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とがあるが，適当な中レベルK 値の寄在fとより K は容易に下がりうるため，任op 

意に変動する荷重に対してはK の上昇を見込まず， (1. 3) で述べたように考えop 

る万が安全である。

( 1. 5) ( 1. 2 )と( 1. 3 )を組みあわせて，一定振幅荷重試験結果から，定常な多

段多重変動荷重下のき裂進展量を推定する K 値に関する修正進展曲線を求めてお

く方法を提案した。即ち，一定振幅試験の Kmax""Kop 関係から高レベル K 値K H

lζ 対する Kop を読みとり，これを用いて変動荷重下の.d Ke f f を算出し， .d K eff 

k 基づく修正マイナー形の推定法を用いて求めることができる。

(2) 広帯域変動荷重に対する波形カウント法としては.d Ke f f についてのレンジ

ペアカウント法が適当である。

(3) 定常ランダム荷重の場合には，き裂閲口点K はK 値変動にかかわらず 1 ブop 

ロザクを通じて一定の値をとり，しかもそれは最大の K のレンジペア(.d r pK)max 

とその応力比に対する一定振幅試験の時の Kop と等しくなる。

このことを用いて K 値のレンジペア・ミーンの 2 元ひん度分布， もしくは K 値

の極値列から.d K eff のレンジペア分布を算出し， .d KeffK 関する修正マイナー

形の推定法によりき裂進展量を推定することができる。

A5083 ー0 材についても (5) に示す点では若干異なるが，ほほ 835C の場合

と同様で，

(4) 応力比R=O の定常な 2 段および 3 段多重変動荷重下のき裂進展量は， 835

C と同様の方法で推定を行えばほほ安全側の結果が得られ差しっかえないが， Kmax

k 基づく修正マイナ一則による推定は危険側の見積りを与えることもあり，不適

当である。

(5) A 5083 -0 は 835 C と異なり，一定振幅荷重下で (Kmax)th は寄在す

るが， (.d Keff)th は非常に小さくほぼ O であった。また 2 段多重試験で低レベ

ルK 値の繰り返し数が非常に多くなっても， 835 C と異なり Kop は上昇せず

.d Ke f f は変らない。しかし進展速度が減少し進展量が飽和することおよびこれ

が中レベルK 値の負荷により破られることは S35C とほぼ同様の傾向であった。
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第 4章 き裂開閉口挙動に及ぼす荷重履歴の影響と

それを考慮した疲労き裂進展試験法

4. 1 緒 言

低K 領域の一定振幅荷重下のき裂進展特性は現在ではK 漸減試験によって求め

ている場合が多く，前章でもそれにならったが，そのような方法が用いられるよ

うになった経緯をふり返り，その妥当性を検討してみる。

疲労き裂の問題がとりあげられるようになったのは，破壊力学の体系必以前に

き裂の存在により耐久限が低下する現象に関連して考慮されたのがはじまりであ

り. 1 s i b a s i (1)( 幼は予き裂長さが長い程耐久限が低くなる乙とを報告している。

また F ros t (3) は同様の研究を行い，予き裂長さと耐久限の関係を q 3 1=C の形

に整理している。以上はいずれも試験片の破断，非破断を対象としたものであっ

て，き裂の進展過程は取り扱われていなかった。

その後 Par i s ら包)が疲労き裂進展過程に対して破壊力学概念を適用し，き裂進

展速度が応力誌大係数範囲のべき乗で表わされることを示して以来，疲労き裂の

問題は K 値による取り扱いが主流となり，き裂の進展下限界条件も K th 条件とし

て特性づけられるようになった。それに伴い試験法も変化し，本来ならばき裂進

展曲線は平滑材の S - N 曲線のように，各K 値レベルにおいて試験片ごとに一定

振幅K 値を負荷するという方法で求めるべきであるが，実験の簡便さから 1 本の

試験片l乙種々のレベルの K 値を負荷し，広範囲の進展曲線を求め，それを一定振

幅K 値試験結果として採用するのが一般的となっている。その根拠としては .K

値が任意の試験片形状，応力，き裂長さに対してき裂先端の応力場を記述できる

パラメータであり，前段階の K 値の影響領域，たとえば塑性域寸法程度き裂を進

展させれば最初からそのK 値を負荷した場合と同じ進展速度が得られると考えら

れる乙とを前提としていることがあげられる。

このような考えに基づいて比較的高いK 値領域では公称応力一定あるいはK 制

御による K 漸増試験が採用され，低K 領域ではき裂進展下限界条件を求める必要

上，適当なK 値レベルから応力を減少させK 漸減法によって進展速度を求め，き
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裂が惇留した条件を K th 条件として採用するのが一般的な万法である。

しかしながら現実の構造物では定常荷重による K 漸増履歴を受けることが多く，

乙のような荷重下でのき裂進展開始問題を取り扱う場合には，以下に実証するが，

Frost が採用したように焼鈍した予き裂材に一定振幅荷重を負荷して進展下限

界条件を求め.それを破壊力学的に解釈するのが望ましい。即ち，整理法として

は破壊力学概念の万が優れているが，荷重前歴の影響を受けない状態で材料が示

す最小の K th を求める試験法としては Frost の方法の方が望ましいと思われる。

なぜならば現実に報告されている試験結果では，き裂強さ(助-(7)を限界き裂長さ (11)

以上のき裂について K 値に換算すると，鋼材に対し K = 10'" 1 8 kgmm- 3/
2 程

度の値となり (11) 通常の K 漸減法で求められているき裂進展下限界条件 K th = 15 
<1/.， (8) 

'" 3 0 kgmm-;S/l~'-'I<:比しでかなり小さな値となること，およびE漸減法ではK値

の漸減率が進展速度に大きな影響を及ぼすこと(9) などから，現実に行われている K

漸減試験で得られた進展曲線や進展下限界値の中には，前歴の影響を受けないき

裂状欠陥等からの進展開始問題に応用するには不適当なものも多いと考えられる

からである。乙のようにE 漸増過程と漸減過程の進展挙動に差があることに対し，

著者はその差が両過程におけるき裂開閉口挙動の差に起因しているのではないか

と考え，本章では焼鈍した疲労予き裂から K 漸増法で疲労き裂を進展させ，き裂

開閉口挙動を測定し .K 漸減試験の結果と比較して K 値履歴の影響を調べ，それ

に基づいて K~直前歴の影響を受けない条件に対する一定振幅K値下の進展挙動を

求める試験法を提案する。

4.2 供試材料および試験方法

供試材料は鉄系材料として 83 5C. HT8 0 .アルミニウム系材料として A5083

-0. ZK141-T7 を選んだ。材料の化学成分，機械的性質を表 4.1. 4.21ζ 

示す。試験は動電形面内曲げ試験機により周波数 40Hz ， 応力比 R ニ O の片振

りで行った。

焼鈍した予き裂材の進展挙動は 835C について調べた。その際 lζ は比較的短い

き裂を用いて進展開始条件を求める試験を含むため，サイドグループの切欠き効
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表 4.1 材料の化学成分

( % ) 

Ma ter1a1 c 附可 51 P s Cu N1 Cr Mo v 

535C 0.38 0.72 0.25 0.01 0.015 0.04 0.02 0.13 

HT80 0.12 0.83 0.33 0.011 0.009 0.25 0.81 0.44 0.40 0.04 

Fe 附1 51 Hg Zn Cu 11 Cr Zr v 

vsmery 11 0.01 0.03 0.17 

ZK141 ・T7 I 0.19 0.35 0.08 1.8 4.7 0.18 0.05 0.14 0.17 0.01 

表 4.2 材料の機械的性質

Ma teria1 Yie1d point Tens i1 e E1ongation 
strength 

(kg/nm
2
) (kg/nm 2) (%) 

S35C 38.0 62.4 23.7 

HT80 78 83 34 

* A5083 ・0 14.3 30.3 26.0 

ZK141 ・T7 31 * 38 18 

* 0.2% proof stress 

果が重畳することを懸念し. 4.3 節の場合のみサイドグループを付けないことと

し，また，き裂長さ測定の分解能を良くするため寸法の小さい図 4. 1 の試験片(a)

を用いた。この場合き裂長さ分解能は使用する試験領域で約 1 0μm である。破

面Iζ 残ったビーチマークの例を図 4.2 K 示すが，き裂は板厚中央付近で若干先行

している。

限界き裂長さより短いき裂の進展下限界条件に関しては，応力誌大係数によって

整理しでもき裂長さの影響が現われ，短いき裂の K th は長いき裂のそれよりも

低くなることが明らかにされており (1の(1l)小さな欠陥からのき裂進展問題には

考慮が必要であるが，それは本研究の目的ではないので，ここでは長いき裂とし

ての特性を示す領域で試験を行った。

各種の材料について前歴の影響を受けないき裂進展特性を求める試験には，図
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図4.1 試験片形状

4.1 K 示す(b) のサイドグループ付き試験片を用い，サイドグループの切欠き効果

があまり問題にならない程度に十分長くき裂を進展させてから試験を行った。
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Li図4.2 サイ ドグ)I,-プを付けない

場合のビーチマーク 4.3 美空焼

鈍した予き裂材の疲

労き裂進展挙動4･3･1 き

裂進展開始条件とEth条件の

比較予き裂材の進展挙動 と比較するため,まず

通常のK漸滅法によりKth試験を行 ったoE

値履歴はEE)aX-40kg- -3βか ら.X減少率 dKmaX/dl- -10kg

mm-3/ヒ/ mm でE値 を漸減 させた｡進展曲

線は図 4.4.4.6に小さな ･印で示す もので･進展下限界条件は(Km8王)th

-21･6kgmml3月･(AKeff)th-810kgmm-3Aで

あった｡予き裂作成には単一の貫通 き裂で ,スリットの影響が少なく,しかも小規

模降伏を満た し易いように考慮 し,予き裂 をスリット底から1rrm とし,スリ

ットを含めたき裂長さが 2mm になるようにした｡き裂強さ試験では試験条件に

対するき裂開口点より低い開口点を有する理想 き裂状態の予き裂を作成する必要

がある｡そこで予 き裂は導入時の き裂開口点の上昇 を抑える

ため応力比R- -1で入れ ,(a) 塊 鈍 前 払) 焼 鈍 後図4.3



その後 600 0C.l 時間の真空焼鈍を施し，残留応力除去を行った(以下乙れを予

き裂材と称する)。図 4.31ζ 焼鈍前後の荷重一変位ヒステリシスを比較して示す

S35C R=O 
。σgross cons t. (Km ロx)i : 16.8 

-σgross const. (Kmax)i: 14. 3 

() Kmax const. (Km ロx)i: 17.3 

• Kdecreasing (Kmax )i = 40 

」
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た Kmax の初期値 (K max ) i 

は 16.8kgmm-3/2 であり，
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S35C R=O 
o <J gross const. (Km 田 )i = 16.8 

・41 ・<J gross const. (Kmax )i = 14. 3 
10-"1 

() Kmax const. (Kmax )i = 17.3 
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3 20 30 4050 
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図 4.6 焼鈍予き裂材の.JKeff~dl/dn関係

漸減法による (K max ) th の値

2 1. 6 kgmm -al2 より低い値であ

る。き裂進展の様相としては，

進展開始後速度はいったん低下

し，極小値をとった後増加にう

つり，小さな・印の K 漸減試験

の場合より速くなっている。乙

の様相はき裂開閉口挙動によっ

て良く説明される。即ち，図 4.

5 1とき裂開口点Kop をO 印で示

すように，最初ほほ O であった

Kop は進展初期に上昇し，やが

て原点を通る直線(き裂開口比

U が一定の特性) 1乙乗るという

定常的な挙動に漸近してゆく。それに従って dKe f f は進展とともにいったん減

少し，極小値をとった後増大する。このような d K ef f の変化に起因して上述の

速度変化が起乙るのであり，図 4.61 と示すように d K eff で整理すればほほ一本

の帯で表わせる。また図 4.4 でO 印の K 漸増過程の速度が，小さな・印のK 漸減

過程の速度より速いのは，図 4. 5 1乙示すようにKop がO 印で示す焼鈍予き裂の方

が，小さな・印の K 漸減過程の場合より低く，したがって d Ke f f が大きいため

であり，図 4. 6 のように d K eff で整理すれば過渡的芯，変動の急激な部分を除

き両者はほぼ一致する。

(jj)図 4.4 の大きな・印は a g r 0 S S = 5.4 kg/ mm 2 一定で負荷したものであり，

き裂はわずか(約 1 0μm) 進展した後，停留した例である。それは図 4.5 KKop 

を示すように，進展とともにKop が上昇し，斜線で示す d Ke ff が (dKeff)th

以下となるスレッシュホールドゾーン (threshold zone) に入ったため，図

4.6 K 示すようにき裂が停留したものである。

(i ii) 図 4.4 の⑩印は進展とともに荷重を減少し， Kmax が 17.3 kgmm 政一定と
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なるように制御したもので，乙の場合き裂は進展を開始するが，き裂長さの増加

とともにKopが上昇するため，約 0.15mm進展した後スレッシュホーJレドゾーン

K入りき裂は停留した。図 4.7K破面写真を示すが，き裂が進展し停留に至った

ことが確認される。このこと よりき裂強さは進展開始の限界値ではなく，進展開

始し たき裂が連続進展せず停留に至る条件である といえ る。

lmm 
し一一一一」

Brittle fracture 

Non-propagating 
crack 

Pre-crack 

Slit 

図4.7 焼鈍予き裂材の停留き裂

Kmax = 17.3 kgmm-3
/
2 (R = 0 ) 

以上より，焼鈍した予き裂からの進展挙動は最初き裂開口点が Oであったもの

が，き裂進展とともにK が上昇し，それに起因して速度が低下し，図 4.5の大op 

きなe.⑩印のようにスレッシュホーJレドゾーン K入り停留するものと .0印の

ようにKopが上昇しでもスレッシュホールドゾーン K入らず連続進展するものに

分けられる。また予き裂材のき裂強さも Kth条件も ，dKef f についてみる限り同

一で. (，d Kef f ) t hが決定しており.KmaxKついての両条件の差はそれを求め

た際の Kopの差が原因となっていることがわかった。

ここで (Kmax)thとしてどの値を採用するのが適当かについて考えてみる。

焼鈍した予き裂の場合はKopが低いために. Kmaxが (Kmax)th以下でも進展

開始する。しかし Kmaxが(，dKeff)th< Kmax三二 (Kmax) thの場合はき裂が

進展開始しでも.Kopの上昇とともに停留に至る。したがって(Kmax)thとし

ては漸増する K値下で停留する Kmax値のうちの最大のものをとればよい。本材
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料の場合は試験範囲内では(@で求めた 1 7.3 kgmm -3 /l が適当である。ただし，後

に示すようにKop が定常値まで上がりきるためには塑性域寸法の 2"'3 倍程度の

進展を要するため，き裂が停留するのは予き裂先端から塑性域寸法の 2"'3 倍程

度進展した点である。したがって連続進展させないためにはこの点の Kmax 値を

( K max )th より低く抑えておく乙とが必要で，たとえ進展開始時の (K max ) i 

を (Kmax)th より低くしておいても，試験片寸法によっては塑性域寸法の 2'"

8 倍程度進展すれば K 値が上昇して (Kmax)th を超えてしまい破断に至る乙と

がある。図 4.4 のO 印がその例である。

なお司馬nax を(.J Keff)th 以下におさえておけば予き裂長さにかかわらず

き裂進展は生じない。

従来の予き裂材の進展挙動に関する研究では，小林ら(飽)はき裂強きはき裂が

進展を開始しない限界応力であると報告し，また石橋(1 3) も「き裂材では，すでに

存在するき裂の先端から進展し始めた疲労き裂が，同じ大きさの荷重の下で進行

を止め，き裂先端に停留する現象はない J と述べている。しかし乙れらの結論は

必ずしも一般的であるとはいえない。その理由は.上述したようにき裂が停留す

るか否かはき裂進展に伴う K 値の上昇とき裂開口点K の上昇のバランス Iとよりop 

決定されるからである。一定振幅応力下では K 値はほぼ-IT fL:比例して上昇する

ため，小さなす法の試験片の短いき裂長さの範囲ではき裂長さ増加による K 値の

増加が著しいため . K 値の増加の万がK の上昇より著しく，スレッシュホールop 

ドゾーンに入らないためき裂の停留は起こらえEい。しかし(iiD のKmax 一定の場合

には停留したことから，大きな寸法の試験片で長い予き裂を有する場合は，き裂

進展に伴う K 値の増加は緩やかであり，ほぼ Kmax 一定のような状況が実現され

るため，このような場合はき裂材でも一定振幅応力下で停留き裂が生じうると思

われる。

4.3.2 き裂開閉口挙動K 及ぼす K 値履歴の影響

前節の結果によれば通常の K 漸減試験によったのでは定常なき裂開閉口挙動が

得られないため，荷重前歴の影響を受けない進展挙動を得ることができないこと
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が明らかになった。その原因を調べるため，本節では予き裂材に階段状に増減す

るK{I 直履歴を与え，荷重前歴がき裂開閉口挙動に及ぼす影響を調べる試験を行っ

た。その結果を図 4.8 に示す。き裂関口点Kop は K~直が増加する場合は各レベル

ともーで示すように. {日は一方向負荷による塑性域寸法 ωm = 1/2 ，/τπ ・

( Kmax/ l1 y )2 (l1 y は降伏応力)の 8 倍を示す}塑性域寸法の 8 倍程度進展す

れば定常値に達しているが，最終段でKfi 直を減少させた場合は破線で示す定常値

に達するまでに，前段階の K 値に対する塑性域寸法の約 1 0 倍程度を要している。

また別の条件では図 4. 9 のように . K 値を漸減後一定 lζ 保った場合はKop の低下

がみられなかった場合もある。このように一度上昇したKop は次のKop の低下を

妨げるためか，なかなか低下しにくいようで. K~直が減少し Kopが低下する場合

には. K{I 直が増加しKop が上昇する場合よりはるかに長く前歴が影響するようで

ある。なお図 4. 1 (b) に示したサイドグルーブ付試験片においても同様の現象が起

乙ることを確かめた。

図 4.8 で得られたKop の定常値を Kmax Iζ 対して示したものが図 4.10 のO 印

である。前節で得た K 漸増，漸減の試験結果を実線で示しているが .0 印と比較

50 

荷

'E 

540 

s 20 
10 

o 
2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5. 0 5.5 6.0 6.5 

mm 

図4.8 き裂開口点に及ぼすK値履歴の影響
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図 4.9 き裂開口点に及IますK 値履歴の影響
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図4.10 一定振幅K 値下と漸増，漸減K 値下のき裂開口点の比較

すると K 漸増法の場合はほぼ定常値に近く，若干低い値となっているが， K 漸減

法の場合は上述のように影響域が大きく，それを抜け出さないうちに K 値を減少

させるため，定常値よりかなり高い値が得られている。

以上のことより，荷重前歴の影響を受けないき裂進展特性を求めるためには
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Kop が上昇する方向 lとK 値履歴を与える必要があることがわかる。したがって荷

重前歴の影響を受けないK th 条件はき裂関口点を低くした理想き裂状態の予き裂

材 K K 漸増荷重を与えることによって求めることができ，それによって得られた

Kth は一定振幅荷重下で材料が示す最小の K th である。

4.4 低 K 領域における痩労き裂進展試験法の再検討

前節では荷重前歴の影響を受けないK th を求めるためには，荷重前歴によって

き裂関口点を上昇させない状態でK th 条件に至らせればよいことを明らかにした。

そのための一つの万法として前節では真空焼鈍した予き裂材に一定振幅荷重を負

荷するという方法を提案したが，その方法では応力除去焼鈍によって材料の性質

が変化する材料には適用することが困難であるし，また正確なK th を求めるため

には多数の試験片を要するという難点、がある。

そこで本節ではこれらの点を考慮して焼鈍によらない別の予き裂作成法を考案

し，さらに 1 本の試験片で荷重前歴の影響を受けない最小のK th を求める実用的

な試験法を提案する。

試験は予き裂作成と K th 決定の 2 段階に分かれる。まず理想き裂状態の予き裂

材を作成する必要があるが，その要件としてK th Ie:対するものより小さな塑性域

およひー低いKop が要求されることを考慮して，次のような荷重条件で予き裂を導

入すればよい。即ち， Kmax を (K max ) th の予想値より小さくし，そのかわり

に応力比 R=-3 程度の大きな圧縮応力を付与して，き裂発生に必要な応力

振幅を与えるとともに，圧縮応力により R=O の場合より Kop を上昇させないよ

うにする。このような荷重条件でスリットの影響領域を越え，き裂前縁形状が一

様になる長さまでき裂を進展させればよい。

次 KKop を決定するには，このようにして作成した予き裂材に応力比 R=O の

漸増荷重を与え，き裂が連続進展を開始する 1 ステップ手前の K 値を進展下限界

条件 Kth として採用すればよい。以上が本方法の概要である。

なお，予き裂導入時I乙圧縮応力を負荷したことによる影響は今のところ明らか

でないが，スリットによる応力集中はスリット底半径の 1/2 程度前万の位置で急
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激I乙減衰するため，乙の領域を越えてき裂を進ませてやれば，き裂が閉じた状態

では圧縮側の塑性変形はほとんど起こらないと考えられ，その影響は小さいと思

われる。

本節ではこのような方法でK th を求める一方，従来の K 漸減法によるK th 試験

をもあわせて行い，比較検討した。 K 漸減法による一定振幅試験で考慮すべきパ

ラメータは減少を開始する際の K 値の初期値，即ち最大の K 値である (K max ) i 

と，Kf[ 直の減少率の 2 つである。現在広く行われている方法では (Kmax)i は影

響しないと考え，主としてK 値の減少率に関心が払われ，線形破壊力学の知識か

ら荷重前歴の影響は前段階の K 値に対する塑性域寸法程度進展すれば消失するで

あろうという推測に基づいて決定している場合が多い。その例としては，荷重を

前段階の 10% 以内程度で階段状に減少し，塑性域寸法程度進展させた後データ

をとるという方法ωが一般的であり，その他にこの条件を満たす程度に低い減少

率で， Kfl 直を連続的にき裂が進展を停止するまで減少させる方法(15) がある。乙こ

では後者の方法をとり 0.1mm 進展するたびに荷重を調整し，き裂長さに対して K

値を直線的に減少させる方法を採用し， Sasaki ら(16) の研究を参考にし， K 減少

率を鉄系材料では主として dKmax/ dl =ー 10kgmm-3/2/mm ，アルミニウム系

材料については dkmax/d l =-8kgmm-S/2/mm k 選んだ。

4.4.1 S 35 C の場合

図 4.11 K K 漸減試験と予き裂材の K 漸増試験の結果を示す。まずO 印は簡便

な万法で作成した予き裂材を用いた K 漸増試験結果であるが.⑥印で示す焼鈍し

た予き裂材による結果とほぼ一致しており，本簡便法は有効であることが確認さ

れる。よって以下では簡便法により予き裂を作成することにする。

種々の黒印は K 漸減試験結果であり， (K max ) i の影響を調べるため K 値の

減少率はほぼそろえて， (K max ) iを変えたものである。それによればK 漸減試

験結果は大部分がO 印の K 漸増試験結果より速度が遅く， (Kmax)th も高めに

求まっており， (K max ) i が大きい程その傾向が強い。このことは 4.3 節でも述

べたように， K 漸増と K 漸減の場合でき裂開閉口挙動が異なるからで，図 4. 1 2 
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に示すKop の挙動を考えると

よく理解できるの即ち， K 漸

スリット減試験においては，

から最大 K 値 (K max ) i まで

はO 印のK 漸増試験の結果に

従って Kop が上昇するが，

S 35C R=O 

K decreasing 
CKmax)i dKmax/dl ・ 64 ・ 10

・ 55 ・10
・ 25 ・ 5

K increasing 
o 14.7 
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。-u
h
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E

E
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--u
(Kmax)i によっていったん

上昇した Kop は，その後の K10- 6 

漸減過程においても低下しに

くいために .0 印で示す忌漸10- 7 

増の場合より常に高めに位置

しており，斜線で示す ~Keff3 10- 8 

が (~Ke ff) th より小さくな

10-: 
10 

るスレッシュホールドゾーン
50 100 

kgmm- 3/2 

30 20 
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き裂進展速度iζ 及ぼすK 値履歴の影響

dKm 副 Idl

-10 
・10
・ 5

K decreasing 
(Kmax)i 

・ 64
企 55・25

K increasing 
。 15.7 + 10 

Annealed in vacuum 
after precracking 
14.7 +10 @ 

図 4.11

30 

40 

10 

shヒ
E
E

aov-

80 70 60 50 40 

kgmm- 3/2 

き裂開口点Iζ 及ぼすE 値履歴の影響

-104-

KπlOX 

図4.12



Kmax ，...， K op 関係がO 印のように右上がりの特性をい程乙の傾向が著しいのは，

有するためである。

S35C R=O 

K decreasing 

新
• 6' ・10
.. 55 ・10
• 25 - 5 

K increasing 

o 15.7 +10 

Am~aled in vac 山 m
after precracking I I I I I I 0 ~ 

百
コI|-l i|: 

10- 6 

10- 7 

10 ・8

10- 3 

1O
4 

1O
5 

@
ち
%
と

E
E

C
万
三
匂

10- 9 

50 70 100 30 20 10 7 4 5 3 2 

kgmm- 3/ 2 

4Ke r r- d l/dn 関係

l1 Keff 

図 4.13

これらの結果をLl K eff で整理すれば図 4. 13 1ζ 示すように全ての条件に対し

(d ke f f)t h (注)もほぼ同一の値となり.Ll Keffでほぼ 1 つの曲線で表わされ，

乙れらの- d l/dn 関係に及ぼす試験法の差の影響は比較的小さいようである。

乙とより，以上の 8 図においてO 印の K 漸増試験結果が，前歴の影響を受けない

一定振幅荷重下の進展挙動と考えられる。

8 の点について考察する。まず K 減少率に関しては，2 • 以下K 本方法に関し，

S35C では下限界条件において荷重の繰り返しにつれて Kop が上昇し，位 )

Ll K eff が減少する場合がある。そのような場合は K 値を (K max ) th K 下げた後

き裂は若干進展するが(最大 50 μm程度) .その荷重下ではやがて Kop が上昇し

をそこで乙乙では荷重を (Kmax)th K 下げた直後の LI K eff 
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極めて緩やかな理想的なK 漸減試験で . K~~ I~及ぼす荷重前歴の影響を無くするop 

ことができれば・ (Kmax)i にかかわらず普遍的な (Kmax)th の最小値が求め

得るはずである。しかし前節の図 4. 9の結果から推測すると，通常の数十 mm 程

度の寸法の試験片ではそのようとE理想的な条件を実現することは極めて困難なよ

うであり.現実の K 減少試験では (K max ) iの影響を受けた (K max ) th が求め

られている場合が多い。

次 Iと・ K th 条件と K 漸増試験に関しては . K 漸減試験でK th を求めた後 K 漸増

試験を行うことがある (15) が，たとえそのようにして同じ進展曲線が得られたとし

ても. Kop が上昇したままほほ同じ値を保つ場合は当然そのような挙動を示すわ

けで，同じ進展曲線が得られるということが必ずしもそのK th が最小のき裂進展

下限界値を与えている保証にはならないので注意を要する。

またK th 試験に漸増荷重が用いられなかった理由の 1 つに，平滑材の耐久限度

に関するコーキシング効果からの類推で ・K th 条件に対しでもコーキシング効果

が現われることを懸念したことが考えられる。 乙の効果Iζ 関する試験結果は少ない

が，小林ら(17)が 835C の切欠き材の破断に対する疲労限度lと対して若干のコー

キシング効果を認めている。そのほかK th については西谷ら(叫が 8841 材を用

いてK漸減法でKthl~至らせた後 .10 7 cycle 毎I~K値を 1 kgmm-
3/2

ずつ上昇

させ，再びき裂が定常的に進展を開始する条件を調べ，その結果K th は 33% 上

昇し. K th I~ もコーキシング効果が現われることを報告している。このことを考慮

して漸増荷重によるK th 試験の具体的な手順としては次の方法が適当であろう。

1 本の予き裂材 K. K th の予組値より若干低い K 値をコーキシング効果があまり

現われない約 10 5-10 6 cycle 程度負荷(四)し，もしき裂進展が検出できなければ

K 値を少し上げ次のステップに移るようにし，き裂進展が検出されるまで続ける

とよい。き雲縫展量の検出精度を 1 0μml とすれば，これによって 1 0 -7 _ 1 0 -8 

mm/cyc le のレベルのき裂進展が検出できる。本章の結果はこのようにして得

たものである。もしコーキシング効果を懸念するならば，この万法で得られたK th

の 1 ステップ手前のK 値を最初から負荷して確かめればよい。

以上の結果から，前歴の影響がないき裂進展下限界条件および一定振幅荷重下
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の進展特性を求めるための試験法としては .K が上昇する方向 K K 履歴を与えop 

ることが必要で，本材料の場合予き裂材の K 漸増試験によるのが適当であると結

K 漸減法によらざるを得ない場合には，

Kop の性質を考慮して，荷重前歴の影響を極力小さくするため.できるだけ低い

K 値から K 減少を開始して K th を求めれば ・K th の最小値であるという保証は

論できる。ただしこの方法が採用できず，

ないものの，例えば図 4. 1 1の・印のようにほぼ妥当な値が得られるようである。

HT80 の場合

Kmax ，.....， Kop. .d Keff"""'dl/dn 関係の結果をそれぞれ

4.161ζ 示す。本材料の進展挙動は前節の S35C とほぼ同様

4.4.2 

Kmax""'" d l/dn • 

4.15 • 図 4.14 • 

であるので，特徴的伝点のみを述べる。

まず第 1 Iと図 4.161ζ 示すように(.d Keff)th にも荷重履歴の影響があること

である。即ち... ~印のように高い (Kmax ) i から K 漸減法によって求めた
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R
u
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10- 7 いては今のところ不明である。
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それより低いレベルで

乙の

は直線関係から離れてKop が上昇し・ Kmax ニ 22 kgmm -3/2 付近で極小値を持っ

ている。先に述べたK が上昇する方向に試験するという原則からすれば，。 op
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ような挙動を示す材料のき裂開閉口挙動を 1本の試験片で求めることは不可能で

あり. Kop の極小値を境として，それ以上の K 範囲については K 漸増法で，それ

以下では K 漸減法で求め，それらを組み合わせてはじめて厳密な意味での前歴の

しかし現実には. Kop の

極小値を与える Kmax を前もって知ることは不可能であるし，またこのような

影響を受けないき裂開閉口挙動が得られることになる。

Kop の挙動が進展曲線に及ぼす影響は小きいため，実用的には予き裂材を用いた

K 漸増試験で十分と思われる。

A5083-0 の場合4.4.3 

図 4.171 乙Kmax - d l/dn 関係を示すように .0 印の予き裂からの K 漸増試

験結果は黒印のK 漸減試験結果を安全側Iζ 包含する形となる。

図 4. 181ζ 黒印で示すE

漸減試験の場合の Kop の挙

動は幾分複雑であり，鉄系

K 減少とと材料と異なり，
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き裂進展速度を.J K eff で整理すれば，図 4.19 のようにほぼ 1 つの帯で表わさ
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れることから，本材料についても K 漸増と漸減の場合における進展挙動の差は

Kop Iζ 及ぼす荷重履歴の影響で良く説明される。
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なお (4K eff )th については非常に小さな値であるが存在するようである。

ロットが異なるが前章で用いたものについてはほしカ〉し同じ A5 083-0 でも，

ぼ (4K eff )th=0 であった。したがって A5083 ー 0 の場合は( 4 K eff )th 

は寄在しないと考えるのが適当で，存在するとしても極めて小さな値のようであ

る。

ZK141-T7 の場合4.4.4 

4Keff~dl/dn 関係をそれぞれ図 4.20 ，K___ ~K__ ・max --op' Kmax ~ d l/dn ， 

本材料の挙動も A5083 ー O とほぼ同様である。4. 2 1 ， 4. 2 2 IL:示す。

本節で K 漸増法によって求めた各材料の (Kmax)th の値を表 4.3 にまとめて

示しておく。

き裂関口比U の挙動4.4.5 
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K 漸増法で求めた結果は白抜き印で示すよ

A5083-0 S 35C についてはほとんどの試験範囲でU が一定である。
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図4. 忽 き裂開口比U I<:及ぼす K 値履歴の影響

の場合は K 値レベルに依存して低K 領域ではほぼU が一定であるのに対し K が大

きくなると U が増加している曲。このようにき裂開口比U のK 値レベル依存性は

材料ごとに異なるようであり，それが材料のどのような性質と関係しているのか

は今のところ明らかではないが.少なくとも K 漸増法で求めれば荷重前歴の影響

を受けない挙動が得られると考えられる。

それに対し K 漸減法による結果は代表的なもののみを黒印で示しているが，荷

重前歴の影響を受けて，漸減条件が変われば異なった K 値レベル依寄性を示し，

漸減法によったのでは材料特性としての挙動が得られないことがわかる。

同様に，下限界条件近傍の進展挙動に及ぼす応力比や材料組織の影響を調べる際

にも K 漸減法が用いられているが，その際にも開口点に及ぼす荷重前歴の影響を

十分に考慮して，それぞれの因子の影響のみが純粋に抽出されるよう配慮する必

要があるものと思われる。

(注) 当初. A 5083-0 における U の増加は小規模降伏条件からの逸脱による

ものではないかという疑いがあったが，別に行ったより大きとZ寸法の試験片にお

いても同様の挙動がみられたことから，必ずしもそうではなさそうである。
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K 漸増法で求めた Kth の変動荷重による消失4.5 

第 8章では S35C とA5083-0 について，通常のK 漸減法によって求めた

ここで次の疑問が生じる。それはK th は変動荷重下で消失することを示したが，

第 8 章で対象としたK th
は荷重前歴の影響を受けて高めに求められたものである

言い換えれば本章で求めた K 増加法によるK th は

消失しないのではないかということであり，学問的にも実用上も重要な問題であ

が故に消失したのではないか，

る。

そこで本節では S35C を用いて，本章でK 増加法により求めた (K max ) th 

をはさんだ 2段多重試験を行った。図 4.24 は応力比R=O でひん度比NH/N L

高レベル K 値を KH = 2 5 kgmm -3/2 で一定にし，低レベル K 値を=1/100. 

(Kmax)th をはさむように変えた場合の低レベルK 値下の進展速度を・印で示

している。図中実線 C が本章で求めた K 漸増法による一定振幅試験結果であり，

KH = D および B はそれぞれ 3.3.1 節で求めた K 漸減法による一定振幅結果と，

5 0 kgmm -3/2 1と対する修正進展曲線である。同図より一定振幅K 値下で材料が示

S35C R=O 
Two step test • KH=25 • NHI NL= 11100 
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一-8- .. KH=50 

Constant am~刈tude ltokamdirx 唱} 
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す最小の進展抵抗と考えられる K 漸増法による (Kmax)th さえも，変動荷重下

では容易に消失することがわかる。

なお本実験の K 値条件は， 3.3.1 節で K 漸減法で求めた (K max )th= 30.9 

kgmm -3/2 と比較すれば，高低両レベ Jレとも (K max )th 以下となっており，

(K max ) th 以下の荷重ばかりでき裂が進展したことになり，全ての荷重を任意の

K 漸減法で求めた (K max )th 以下に抑えたからといって，必ずしも安全とはな

らないことがわかる。

そこで，本章で K 漸増法によって求めた (Kmax)th についても，それ以下の

荷重ばかりでき裂が進展するか否かを調べるため，高レベル K 値を (Kmax)th

= 1 4.7 kgmm -3/2 にほぼ合せるよう KH/K L = 15 kgmm -3/2/ 10 kgmm -3/2 f~ 

設定し，ひん度比を NH /N L = 1/20 とした 2 段多重試験を行った。その結果

乙の条件下では 2.5 X 1 0 6 C Y c 1 e 繰り返した後もき裂進展は検出きれなかった。

したがって全ての荷重を K 漸増法で求めた (Kmax)th 以下に抑えておけばき裂

は進展せず，そのような荷重条件が保証される限りは，本章で提案した K 漸増試

験で求めた (Kmax)th は一つの設計基準になりうると考えられる。

4.6 き裂関口点 K に及ぼすK 値履歴の影響と実働荷重下のき裂進展速度の推op 

定法

本章では一定振幅荷重の場合f~K値履歴がき裂開口点に強く影響することを示

したが，変動荷重の場合にもき裂の進展とともに最大E 値が漸増あるいは漸減す

る場合には同様の効果が存在するであろうことが容易に想像される。このような

き裂開口点Kop の挙動はき裂進展速度lζ 著しく影響するため，き裂進展量を見積

るためにはき裂関口点を正確に推定する必要がある。そこで本節では K レンジペ

アの最大値が漸増および漸減する試験を行ってこの点を検討し，先に述べた実働

荷重下のき裂進展速度の推定法を用いる際の注意点を述べる。

前述の推定法を用いる際に必要伝パラメータは 2 つあり，第 1 は，d Ke f f で整

理した進展曲線の傾き m であり，第 2 はき裂開口点 (K op )H である。

まず第 1 のパラメータ m は，例えば図 4. 13 のように低K 領域の定常進展域で
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は荷重履歴によらずほとんど一定であるので，適当な一定振幅試験結果のm を用

いればよい。

第 2 のパラメータ (KoP)H の選び方は K 漸増と K 漸減の履歴によって少し異

なる。

まずき裂進展とともに最大K 値が増加してゆく場合について考えると，本章で

示したように一定振幅荷重下では Kop はKmax の増加とともに直線的に上昇する。

変動荷重下でもこれと同様と考えてよく .K 増加過程では最大の K レンジペアの

増大とともに Kop は上昇してゆく。その例を示したものが図 4.25 の小さな口印
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(K)max I( K)min A B C 

Ps eudo random 50 I 0 ロ o d. 
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42 I 0 ~ G a 
34 I 0 Il () "" 
29 I 0 ・

(K >max incr 鎚 sir 唱
ロ

一」と
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Constant stress amplilude 
κ。p・Kmax relation for R = 0 

K decreasing (Kmax)i 

・ お

K ir 花『回sing
15.7 

O~ニニ

20 30 40 50 o 10 

Kmax t (K)max kgmm- 3/2 

図 4.25 ランダム荷重下のき裂開口点

(K 漸増とK 漸減の比較)

60 

であり，これは図 3.31 の擬似ランダム A をK 値が漸増するように負荷した場合

のKop を 1 ブロック中の最大K 値 (K)max K 対してプロットしたもので，細い実

線で示すK 漸増で求めた一定振幅試験の Kmax - K op 関係とよく一致している。

図 4.26 はそれに対する速度を示したものであり，等価有効応力拡大係数

( L1 r p Ke f f ) e q で整理すれば一定振幅試験結果によく一致している。

以上のことから K 漸増形の変動荷重に対しては，現在負荷されている K レンジ
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ランダム荷重下のき裂進展速度

ぺアの最大値(.J r pK)max K 対して，

験結果から Kop を読みとればよいことになる。

次 Iと，き裂進展とともに最大K 値が減少してゆく場合は，過去に負荷された大

K 漸増法で求めた同じ応力比の一定振幅試

図4.26

きい Kfi 直の影響がき裂べりの残留変形層を通じて記憶され，その後の Kop に影響

するため，現在負荷されているK 値のみによって一義的に決定することはできず，

過去の K 値履歴の影響を考慮する必要がある。わずかな実験例であり断言はでき

ないが，擬似ランダム荷重に対して図 4.25 の小さな口印を除く各種記号は最大

K{i 直を減少させるようにしたものであり，小さな・印で示す最大K 値履歴をほぼ

同ーにした一定振幅試験結果とほぼ一致していることから，き裂進展量があまり

大きくない範囲のK 減少の変動荷重については，最大K 値の履歴をあわせた一定

振幅荷重試験の Kop をとればよいということが示唆されている。

しかし過去の大荷重の影響が無限の長さにわたって残ることは考えられず，進

展とともに減衰してゆくと思われるが，図 4.8 や 4.91 乙例を示すように減衰の程

度は K 値のパターンによっていろいろな様相を示し，今のところ一般的に述べる
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ことはできない。乙れを知るためにはK値履歴が以後のK~ _1<: 影響を及ぼすメカop 

ニズムを解明する必要があり，適当芯モデルを用いたシミュレーション等により

明らかにされることを期待したい。

4.7 結言

本章では S 35 C • H T  80. A 5083 ーO. ZK141-T7 の各材料について，

き裂関口点に及ぼすK 増加，減少履歴の影響を明らかにし，従来求められている

K 漸減法によるき裂進展特性が，荷重前歴の影響を受けて危険側に求められてい

ることを指摘するとともに，荷重前歴の影響をうけない進展特性を求める方法を

提案した。得られた結果をまとめると，

(1) き裂関口点Kop はK 増加過程では一方向負荷による平面ひずみ塑性域寸法の

2--3 倍程度進展すれば前歴の影響がなくなり，定常値i乙達するが，いったん上

昇したKop は低下しにくいため . K 減少過程では塑性域寸法よりはるかに大きな

領域にわたって荷重前歴の影響が存在する。

乙の現象は平面ひずみ条件に近いと考えられるサイドグループ付き試験片にお

いてもみられ，また HT80 や ZK141-T7 のように比較的高強度の材料におい

てもみられることから，平面応力や大規模降伏等によるものではなく，一般的に

現われる性質のようである。

(2) 荷重前歴の影響を受けないき裂進展挙動を求めるためにはKop が上昇する方

向に試験する必要があり，したがってき裂進展開始条件は理想き裂状態の予き裂

材を用いた K 漸増試験によって求めるべきであり，それによって得られた進展下限

界条件は一定振幅荷重下で材料が示す最小の K th である。

その方法を採用することが困難な場合は，荷重前歴の影響を極力小さくするた

め，できるだけ低いK 値からK を漸減させて求めるとよい。

(3) 通常のK 漸減法で求められている K th とき裂強さの関係については . K 値で

整理すればK th はき裂強さより高めとなっているが . i1 K eff についてみれば両

条件は同ーであり .K についての差は単に両条件を求める際の荷重前歴の影響に

よるき裂開閉口挙動の差lζ 起因するものである。
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(4) 本章で K 漸増法で求めた荷重前歴の影響を受けない (K max ) th は変動荷重

下では次のように挙動する。

(i) (K max ) th をわずかでも超えるK 値が負荷されると (Kmax)th は消失する。

(jj) 全ての荷重が (K max ) th 以下に制限される場合は (K max ) th の消失は起

こらず，き裂進展は生じない。

(5) 第 8 章で提案した実働荷重下のき裂進展速度の推定法を用いる際き裂開口点

は，最大の K レンジぺアが漸増する変動荷重については .K 漸増法で求めた一定

振幅試験結果から推定すればよい。最大のK レンジぺアが減少する変動荷重につ

いては，過去に負荷された K 値履歴の影響を受けるため，この影響を別途考慮す

る必要がある。
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第 5章 比較的高い K 値領域における実働荷重下の

疲労き裂進展

5. 1 緒言

本章ではKmax = 2 0 0 kgmm -3/2 程度までの比較的高い E 値領域における実働

荷重下の疲労き裂進展問題を扱う。冗長度の高い大形構造物では，実働荷重下で

疲労き裂が発生しでも疲労き裂進展期間が長いため，破壊靭性の大きい材料を用

い綿密な検査，保全システムと組み合わせることにより，かなりの長さまでき裂

が進展しでも破壊に至らないような設計が可能である。このような構造物の設計

にはき裂進展開始直後の低K 領域から，より高い進展速度領域までを含む広範囲

のK 値条件に対して進展速度を精度よく見積る推定法が要求される。低K 領域に

関しては既に第 8 章および第 4 章で検討し，各種の変動荷重パターンに対する取

り扱い方法を見出したので，本章では高いK 領域での問題を扱う。本章での研究

方針としては，低K 領域で見出した推定法が高いK 値領域まで適用可能かどうか

を調べることにし，特徴の現われやすい代表的な荷重パターンについて試験を行

った。

なお比較対象としての一定振幅荷重下の進展特性は，高い K 値領域で広く行わ

れている K 漸増法によって求めたものを用いた。

5.2 供試材料および試験方法

供試材料としては構造用材料として用いられている焼入れ焼戻しした高張力鋼

HT80 を用いた。材料は第 4 章で用いたものと同じロットのもので，その化学

成分，機械的性質を表 5.1. 5.2 fζ 示す。試験は図 5.lfζ 示す中央切欠きを有す

る板状試験片を用い，電気油圧サーボ疲労試験機により周波数 10Hz で行った。

表 5. 1 材料の化学成分

( % ) 

ぬter1a1 I C Mn 51 P 5 ω N i  Cr 拘o V 

HT80 I 0.12 0.83 0.33 0.011 0.009 0.25 0.81 0.44 0.40 0.04 
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表 5･2 材料の機械的性質

Matey.ial Yieldpoint Tensile Elongation
strengt

h･(kg/,,m2) (kg/.nn2) (

A)HT80 78 83 34

DetcLiLofs

lit二 三
DetcHLofsldegroove



した場合の破面例を図 5.2 K 示す。破面に残ったピーチマークがほぼ直線状であ

ることから，サイドグループが有効に作用していることがわかる。中央切欠き試

験片の場合スリザトを中心として左右 2 本のき裂が進展するが，左右の長さに差

があると ，き裂長さの測定やき裂開閉口挙動の測定に支障がでる。そこでこれを極

力避けるために，試験片取り付けの際に試験片側面にひずみゲージを貼って監視

しながら，動的な面内曲げ荷重ができるだけ生じないように取り付けた。このよ

うにすれば図 5.2 のように左右ほとんど同じ長さでき裂を進展させることができ

る。き裂開閉口挙動は厳密には左右のき裂で必ずしも一致していないかも知れな

いが，左右のき裂長さがほぼ同じであることから，き裂先端の状況もほぼ同じで

あろうと考えられ，ここでは中央切欠き部の変位を検出する乙とにより平均的な

き裂開閉口挙動を測定した。

応力拡大係数K 値は第 8 章と同じくサイドグループによる断面積の減少のみを

考慮し，公称応力としてサイドグループ底の公称応力を用い， T ada (1) Iとよる次

式で算出した。

K I 寸す~{1 ー 0.025 (寺 y+ 0.06 (-与す )4 }.j s叫す )

( 5 - 1 ) 

w: 板幅， B N :サイドクV レーブ底板厚， P 負荷荷重 2 a .切欠きを含むき

裂全長

5.3 一定振幅荷重試験

応力比R=O の一定振幅荷重下の進展特性を求める試験を行った。試験はミニ

コンピュータにより漸増する荷重信号を発生させ， Kll 直制御を行い， Kmax=30 

kgmm 喝12 から K 値を (dkmax/da)/kmax=0.1mm-1 で漸増させる。即ちき

裂半長 a が 0.2mm 増加するたびに荷重を調節し， Kmax を前段階の 2 必ずつ増加

させるようにした。

Kmax ~ da/dn ， Kmax ~Kop' ，J K eff ~ da/dn の関係をそれぞれ図 5.

3 ， 5.4 ， 5.51 乙示す。図中・印が本試験の結果であり，実線は第 4 章で同一材
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。円。
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aod-
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一定張幅試験のき裂開口点 (K 漸増法)図 5.4

料について K 漸増法で求めた試験周波数 40Hz の面内曲げ試験結果である。両試

験結果は試験片形状，負荷方式が異なるにもかかわらず共通の試験範囲である 30

くKmax く80 kgmm -3/2 でよく一致している。また試験周波数が異な-3/2 
kgmm 

この程度の周波数範囲ではき裂進展挙動に及ぼることによる影響もないようで，

K max =250 

す速度効果は現われないようである。

図 5.4 の Kmax ""'K 関係はほぼ原点を通る直線に乗っており，op 
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一定振幅試験の.d K eff - da/dn 関係図 5.5

kgmm -3/2 付近までき裂関口比U が一定の挙動を示し，広い範囲にわたって相似

則が成り立っていることがわかる。

図 5.5 の進展曲線は 7 X 1 0 -5 mm / c y c 1 e程度の進展速度を境1とうねりがみ

られ，その上下で傾きも異なっている(べき指数 m は da/ dn = 2 X 10- 4 
mm/ 

このようda/ dn = 2 X 10- 5 
mm/ cyc 1 e 以下で 2.3 )。cycle 以上で 2.0 ， 

I乙.d K ef f - da/ dn 関係においてべき指数が異なっているのは，その速度を境

に進展機構が変化していることによると考えられる。

以上の 2 種の試験を組みあわせることにより，かなり広い K 値領域に対して荷

重前歴の影響を受けないき裂進展特性が得られた。

2 段多重変動荷重試験

第 8 章で低 K 領域における多段多重変動荷重試験の場合には.最高レベル K 値

5.4 

しかもその Kop は KH K 対する一定振幅荷重試KH がき裂開口点 Kop を決定し，

験結果と一致すること，および進展速度は.d KeffK 基づく修正マイナー形の進

展則で表わされることなどを明らかにした。

本節では高いK 値領域においても同様の挙動を示すかどうかを調べるため，図
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1 blo c. k 5.6 の変動荷重パターンで，ひん度

NL NH 

時4

KL 

比を NH/N L = 1/1001<:: 固定して

おいて，高レベル K 値 KH を 80 kg 

と 1 2 0 kgmm -3/2 の2種に

設定し，低レベル K 値を変化させる

-3/2 
mm 

。試験を行った。

2段多重変動荷重パターン図 5.6
低レベル K 値下のき裂進展速度

(da/d n):* を ( 3ー 2 )式 lとより

.d K eff で整理.d K eff K 対してプロザトしたものを図 5.7 K 示す。計算して，

.d Ke f f によるすれば全ての条件に対し一定振幅試験結果に良く一致しており，

10- 2 
ω-υ%と
E
E

取り扱いはこの領域でも有効

HT ・ 両 亙:-1-
R= 0 NL 100 

o KH = 80 
D KH = 120 

であることがわかる。
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高低各K{I 直レベルにおける

き裂開口点Kop を図 5.81ζ 示

す。図中の右上がりの実線は

一定振幅試験のKmax~Kop

関係である。変動試験結果は

KH ニ 1 2 0 kgmm -3/2 1ζ 対し

-312 
KH = 80kgmm て口..印，

1O
8 に対しては O. ・印で示して

10 nu nu 
司
，
島
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弓
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おり，白印が高レベルK 値，

aKeff 

2段多重試験のき裂進展速度

(K 値レベルを変えた場合)

図 5.7

黒印は低レベルK{I 直に対する

Kop である。図から明らかな

ように各条件について高，低

各レベルを通じてK はほぼ一定であり，低レベル K 値にかかわらず高レベル Kop 

値のみが K9P を決定している。しかもその値は KH K 対する一定振幅試験結果と

よく一致している。 ここで注目すべきことは，黒印で示す低レベル K 値に対する

Kop は高レベルK 値の存在によって上昇し，一定振幅試験結果より高くなってい
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ることである。その結果低レベルK 値に対するi1 K eff が一定振幅試験の場合よ

り小さくなるため，低レベル K 値下の速度を Kmax K 対してプロザトすると図 5.
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9 のように，変動荷重下の速度は一定振幅試験の場合より小さくなっている。図

中O 印が KH = 8 0 kgmm -3/2 .口印が KH ニ 120 kgmm- 3
/
2 K 対するものである

が，図 5.8 K 示したように KH が高い程 Kop が高くなるため，図 5.9 の速度も同

KH が高い条件(口印)の万が KH の低い条件 ( 0 印 )じK L についてみれば，

より遅くなっている。このように変動荷重下ではある瞬間に負荷される K 値サイ

クルのみを規定しでも速度は一意に決定されず，どのような高レベルK 値が負荷

されるかによって影響されることがわかる。図中一点および二点鎖線はそれぞれ

(3-5) 式で求めた KH = 8 0 kgmm -3/2 と KH ニ 120 kgmm -3/2 ，乙対する修正進

展曲線であり，.実験結果とよく一致しており，上述の状況をよく表わし得ている。

S35C や HT80 のように Kmax

"""'Kop 関係が右上りの持性を持つ材料において .R ニ Oの定常な実働荷重により

き裂進展とともに K 値が増大してゆく場合の進展の様相は次のようになる。 K 漸

第 8 章以降に述べてきた結果を総合すれば，

増過程では KH の増大とともにKop も上昇するため，修正進展曲線の位置が変化

乙の過程を模式的 K 示すと図 5.10 のようになる。図中太い実線が Kしてゆき，

漸増法による一定振幅荷重下の進展特性であり，

KH の増大とともに右の方へ移動してゆく。なお曲線 a は一定振幅試験で得られ

a"""'e が修正進展曲線でこれは

.................../ 

/ 

C
官
、

o
u

b 

Kmax 

修正進展曲線，限界修正進展曲線と

修正マイナ一則による進展曲線

-128-

図 5.10



る最小のき裂開口点 (Kop)min 1と対するもので，曲線 a より高い進展速度にな

ることはなく，これが限界修正進展曲線ともいうべき安全側の限界線と考えられ

る。変動荷重下の進展速度をK 漸増法によって求めた一定振幅試験結果と比較し

てみると， (Kmax)th 以上の比較的高いK 値領域では高レベルK 値の存在Iとよ

りKop が上昇するため遅延現象が現われ，逆に低K 領域においては(.d KeU)th

が消失するため (Kmax)th 以下の荷重によっても進展し，見かけ上加速現象が

生じる。

以上の修正進展曲線群 a--eK 対し，破線で示すK 漸増法で求めた進展曲線を

(Kmax)th 以下に直線で延長した修正マイナ一則は全ての修正進展曲線を安全

側に包含している。このように Kop がKmax の増加に伴い常に上昇する場合は修

正マイナ一則は安全側の推定を与えるが，大荷重が存在してKop が上昇するよう

な荷重パターンに対しては安全側すぎて，過剰品質を与えることがある。

このような場合設計に用いる推定法としては， (j)修正進展曲線による方法， (ii) 

限界修正進展曲線による方法， (iiD Kmax K 基づく修正マイナ一則による方法の 8

種が考えられるが，いずれの方法によるかは設計対象，荷重の性質，き裂開閉口

挙動に関するデータの有無等を考慮して適宜選摂すればよい。

5. 5 重畳変動荷重試験

第 8 章で低K 領域においては，広帯域変動荷重に対する波形のカウント法とし

ては， .d Ke f f についてのレンジペアカウント法が適当であることを明らかにし

た。そこでは.d Ke f f についてのレンジペア法とレンジ法を比較したが，荷重条

件を広範囲に変えることができなかったため，その差は高々 2 倍程度のものであ

った。そこで本節ではより高いK 値領域を対象として，さらに試験条件を広範囲

に選んで波形カウント法について検討する。

用いた荷重パターンは図 5.11 K 示すような，三角波の基本波Iζ 正弦波が二次

波として重畳する波形である。

き裂進展速度の整理については，進展曲線が図 5.51 乙示したように全範囲を 1

本の直線で表わすことができないため，等価有効応力拡大係数による整理はでき
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咽岳
NL 

ー
KHma 混ーーーーーーーーーーーーーーーーー

ない。したがってここでは進展速

度比による整理を行った。進展速

度比とは実際の 1 ブロックの進展

量.:1 a と各種の推定法による予想

進展量.:1 a* の比であり，次のよう

に定義する。

aKH 

KHmin 
一定振幅荷重下の進展曲線を

図 5.11 重畳変動荷重パターン
da/dn= g (.:1 K eff ) 

( 5 - 2 ) 

とする。レンジ法による推定では， .:1 K eff のレンジのひん度分布を f1 (.:1 r Ke f f ) 

とすれば，予想進展量は

k 

d a *=.21g (dr ke f f)i f1(d r ke ff)t i 

( k は.:1 r Keff のレベルの数)

となり，レンジ法による進展速度比.l. range は

( 5 - 3 ) 

( k 、

.l. range= .:1 a / バ=.:1a/ L空19 (.:1 r Keff)i f1 (.:1 r Keff)d 

となる。
( 5 - 4 ) 

レンジペア法による推定では" .:1 Ke f f のレンジペアのひん度分布を f2 ( .:1 r p 

K eff )とすれば，同様に進展速度比.l. range-pair は

( k 、

.l. range-pair ニ.:1 a/t:lg( .:1 rpKeff)i f2 (.:1 rpKeff )il 

( 5 - 5 ) 

( k は.:1 r p Ke ff のレベルの数)

となる。

試験結果を整理して表 5.31ζ 示す。試験条件は最大の K レンジペア.:1 K H を

1 4 7 kgmm -3/2 で応力比R ニ O K 設定し， 2 次波の K レンジペア.:1 K L を 1 1. 5 

kgmm -3/2 と 34 kgmm -3/2 の 2 種類民選ぴ，その個数 N
L を 10"'130 の閣で

変化させた。 dKL=11.5kgmm-8/2 のパターン A"'D では，進展の大部分が基
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表 5.3 重畳変動試験の進展速度比

Loading dK
H 

d KL 
N
L 入range 入range-pair

pattern 

A 147 11. 4 12 7.64 0.993 

B 11 11.0 26 8.39 0.903 

C 11 11. 5 48 6.75 0.930 

D " 11. 5 130 4.10 0.870 

E 11 34.4 10 2.58 1. 07 

F " 31. 5 22 2.58 1. 09 

G " 34.0 45 1. 99 1. 12 

H " 32.5 110 1. 45 1. 04 

本波によって生じているため，基本波をカウントしないレンジ法では ).range が

最大 8 以上となり，危険側の推定を与えている。また). r ange はN L をふやした

場合 . N L とともにいったん増大し，最大値をとったあと減少するというように

荷重条件に依存して複雑な挙動を示す。それに対してレンジペア法による

).range-pa i r は荷重条件によらずほぽ 1 に近い値をとり，精度良い推定結果を

与えている。

以上の結果からき裂進展問題においては. .c1 K eff についてレンジペアカウン

トを行えばよいと結論できる。

5.6 ランダム変動荷重試験

第 8 章で低K 領域におけるランダム変動荷重試験の場合には，荷重のパワスペ

クトル密度分布の形状や荷重レベルによらず最大の K レンジぺア(.c1 rp K)max

とそれの有する応力比R がき裂関口点を決定し，しかもそれが( .c1 r p K ) max f<: 

対する同じ応力比の一定振幅試験結果と一致すること，および進展量の推定には

.c1 K eff のレンジペアに対し .c1 K eff K 基づく修正マイナー形の推定法を適用す

ればよいことを明らかにした。
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本節では高いK 値領域においても同様の挙動を示すかどうかを調べるため，広

帯域の擬似ランダム変動荷重を用いて . K の最大値 (K) max が 2 0 0 kgmm -3/2 

程度の領域まで試験を行った。荷重波形は 3.3.5 節で用いた擬似ランダム波形 A

の速度を 1/4 に落として負荷したものであり. 1 ブロザクの周期は 50 秒であ

る。荷重は K 漸増法で負荷し，その履歴を一定振幅試験のそれとほぼ合わせるよ

うIζ した。

き裂開口点Kop は 1 ブロザクを通じでほぼ一定であり，それを最大K 値 (K)max

k 対してプロザトしたものを図 5.12 に示す。 Kop は右上りの実線で示す R=O

90 

FEN， ε 80 
70 

e. 60 
~、 50 

HT80 R=O 
Pseudo random 
一一 Canslanlαmplilude

2Et 40 
30 

20 

10 
O~ 
o 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200 220 240 

Kmax. (K)max kgmm- 3/2 

図 5.12 ランダム変動試験のき裂開口点

の一定振幅試験結果に良く一致しており.最大の K レンジペア( .:1 r p K ) max が

R = O である乙とから，ランダム荷重下では広い範囲の K 値条件に対しt

C.:1 rp K)max とそれの有する応力比R がき裂関口点を決定していることがわかる o

乙の Kop を用いて 3.3.5.2 節に示した方法で.:1 K eOf fのレンジペア分布を求め，

進展速度を整理した。進展速度は前節と同様に進展速度比によって整理した。そ

の結果を図 5.13 に示す。速度比). range-pair はほとんど 1 K 近く良好な推定

が得られており. K = 2 0 0 kgmm -3/2 付近の高い K 値領域まで.:1 K eff による

取り扱いが有効であることがわかる。
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図5. 13 ランダム変動試験の進展速度比

5. 7 結言

本章では HT80 を用い， K=200kgmm-S/2 程度の比較的高いK 値領域にお

いて 2 段多重，重畳，ランダム変動の代表的な荷重パターンを負荷してき裂進展

挙動を調べた。

その結果，高いK 値領域においても変動荷重下のき裂関口点は最大のK レンジ

ぺア (dr P K)maz とそれの有する応力比が決定し，これと同じ.:1 K と応力比の

一定振幅試験時の開口点に一致することがわかった。さらにそのき裂開口点を用

いて.:1 K eff についてのレンジペアカウントを行い ，.:1 K eff についての修正マ

イナー形の推定法を適用すれば精度良い推定ができることを示した。

したがって低K 領域において見出した取り扱い方法は，高い K 値領域を含め広

い範囲の条件について一般に適用できることがわかった。

ところで本研究で得られた上記の結論は，いずれも荷重変動の 1周期が 1 03 ，..， 

10 4 サイクルまでの荷重パターンの実験により得られたものであるが 1周期間

のき裂進展量は塑性域寸法と比べれば 1""2 桁小さい。したがってこのような結

論がどの程度の周期を持つ荷重変動にまで適用可能かは未だ実験的な裏付けはさ
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れていない o しかし(.4 rp K)max がき裂関口点を決定するという第 1 の結論に

ついては，第 4 章のき裂開口点は塑性域寸法よりはるかに大きい範囲にわたって

荷重前歴の影響を受けるという事実より，安全側に見積って 1周期のき裂進展量

が塑性域寸法の程度までの条件について成り立つと思われる。またき裂進展量が

.4 K e f f のレンジペアに支配されるという第 2 の結論については，き裂進展問題

において過去の荷重がどのように記憶されレンジペアとして寄与するのかの詳細

なメカニズムは未だ明らかでないが.恐らく 1 サイクルの進展量の 1 03
倍以上ゐ

る塑性域の重なりによるものと思われる。したがって塑性域寸法程度以上離れた

点がレンジペアとして寄与することは考えにくいが，塑性域寸法の数分の 1程度

では成り立つものと思われる。しかしそれ以上の範囲に対しでもレンジペアとし

て考えておけば安全側となることから.前者とあわせると本研究の結論は 1周期

のき裂進展量が塑性域寸法程度までの変動荷重に対して適用して差しっかえない

ものと思われる。
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第 6 章結 論

本研究では定常な実働荷重下の疲労き裂進展問題に対して，き裂進展速度をで

きるだけ直接に支配する因子でマク口氏測定可能なものとしてき裂開閉口挙動を

考慮した有効応力盤大係数をとりあげ，ランダムを含む各種のパターンの変動荷

重に対してき裂開閉口挙動を高精度にかつサイクルに分離して測定し，現象を解

明することを試みるとともに，その結果に基づいて，広範囲の荷重条件に対して

適用できる進展速度の推定法を導き提案した。

問題の取り扱い方としては，周期的に繰り返される定常的な実働荷重に対し有

効応力拡大係数 4K eff を中間因子にとり，まず 4K eff 対するき裂進展則を調

べ，一方外部荷重から定まる K 値条件に対するき裂開口点Kop の挙動を調べて，

変動荷重に対し 4K eff を推定する方法を見出し.両者を組み合わせ，定常ラン

ダム荷重を含む定常的な実働荷重に対し K 値から進展速度を推定する方法を導い

Tこ。

広範囲の荷重条件を取り扱えるようにするために，荷重レベルはK th を含む低

K 領域から K = 2 0 0 kgmm -3/2 程度の高いK 値領域までを対象とし，特 Iζ 低K 領

域においてはK th の消失に注目した。また任意のパワスペクトルを有するランダ

ム変動荷重を含む一般的な定常実働荷重を取り扱うために小振幅の重畳する波形

に対する平均荷重の効果と波形カウント法を検討した。

材料としては鉄鋼材料として S35C 焼準材. HT80 焼入れ焼戻し材，ーアルミ

ニウム合金として A5083 ー0 材芯どを取り上げた。

得られた結果については各章の結言K 記したが，その要点をまとめると以下の

ようになる。

(1) き裂関口点Kopは K増加過程では一方向負荷による塑性域寸法の 2~3 倍程

度進展すれば定常値に達するが . K 減少過程では前歴荷重によっていったん上昇

したKop は低下しにくいため，これよりはるかに大きな領域にわたって荷重前歴

の影響が寄在する。

(2) したがって K 漸減試験法による K th 試験では . K 値の減少率をかなり低くと
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っても試験開始時の最大 K 値の影響を受けやすく，これをも十分低くしK th の近

くにとっておかないと ，K th として高目の値が求まる恐れがあり注意を要する。

荷重前歴の影響を受けないき裂進展開始条件および一定振幅荷重下のき裂進展

挙動を求めるためには ，K が O の理想き裂に近い状態の予き裂材に漸増する Kop 

値履歴を与え， Kop が上昇する方向に試験する必要がある。そこで予き裂を作っ

てから真空焼鈍により Kopを下げる通常の方法の他に，深い切欠き試験片に~ax

は低くし応力比R をー 1以下例えば -3 程度にした繰り返し荷重を加え， Kop の

低い予き裂を発生させることをも試みた。

これらの方法によって作成した予き裂材を用いたK 漸増試験で得た進展曲線は，

任意の K 漸減試験で求めた進展曲線を安全側に包含し，またそのき裂進展開始条

件は一定振幅荷重下で材料が示す最小のK th となることがわかった。

(3) 一定振幅荷重下でき裂進展下限界条件 K th ， (AK eff )th が存在する場合

でも，それをはさむ適当な変動荷重下ではいずれの下限界条件も消失し，それ以

下の荷重によってもき裂が進展するため， Kth' (AK e f f) t h は小ひん度でもこれ

を超える荷重を含む実働荷重に対しては必ずしも設計基準とはならない。

(4) 応力比R = O の定常な変動荷重下ではき裂関口点は荷重変動にかかわらずほ

ぽ一定の値をとり，その値は通常変動荷重中に含まれる Kmax の最大値と同じ

Kmax をもっ一定振幅荷重試験結果のき裂開口点に等しい。

(5) 乙の場合き裂進展量は通常一定振幅荷重試験の A K eff と進展速度の関係を

下限界値以下に直線で延長した進展曲線によりほぼ定まり，いわば A K eff K 

関する修正マイナ一則を用いればほほ安全側の推定となる。ここに安全側という

のはK th 以下，あるいはその付近の低レベルE 値によるき裂進展には，負荷条件，

材料によりある場合にはK の上昇，き裂進展量の飽和など若干上記より安全側

一
op

lとなる現象が生ずることがある。しかしその条件はかなり限られ，中間レベルの

存在などにより妨げられるなど，必ずしも常に期待することはできないので，推

定法の構成には考えないことによるものである。

(6) ランダム変動を含む任意のパターンの定常な変動荷重下では，き裂開口点は

荷重変動にかかわらずほぼ一定の値をとり，その値は変動荷重中に含まれる K 値
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の最大のレンジペア(.d rpK)max と乙れに対応する応力比 R と同じ .d K. R の

一定振幅荷重試験結果に等しい。き裂進展量は.d K eff についてレンジペアカウ

ントを行い . .d K eff 1乙関する修正マイナ一則を適用すればほほ安全側の推定が

得られる。

(7) したがって任意のパワスペクトル密度分布を有する定常な実働荷重下の進展

速度を一定振幅荷重試験結果から推定するには次のよう托すればよい。

即ち，まず実働荷重下の K 値のレンジペア・ミーンカウントを行い .K 値のレン

ジペアの最大値(.d rp K) max K 対するき裂開口点Kop を. (.d r p K ) max の有

する応力比 R と同じ R の一定振幅荷重試験結果から読みとる。これが実働荷重下

のKop の推定値となるので，これを用いて K 値のレンジペア・ミーンの 2 元ひん

度分布から.d Ke ff のレンジぺア分布を算出し，これに .d K eff K 関する修正マイ

ナ一則を適用すればき裂進展量を求めることができる。

なお定常実働荷重波形もしくはその極値列がJ[ 頂序を保存してそのまま与えられ

ている場合には，これより直接レンジペアの最大値(.d ~DK)max とその応力比rp 

R を求めてKop を推定し，極値列の極値のうち乙のK の値より低いものを全部op 

Kop の値で置き換え，これをレンジペアカウントして.d Ke f f のレンジぺアを求

めてもよい。

(8) 上記の推定法を適用する場合 K. どの程度の長さの期聞について(.d r p K )max 

をとり，あるいはK をほぼ一定としてよいかについては実験的な研究はないが，op 

実用上き裂進展量がほぼ一方向性負荷による塑性域寸法程度まではよいものと思

われる。
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